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EEPCo Ethiopian Electric Power Corporation エチオピア電力公社 

9



 
 

viii 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

EIB European Investment Bank 欧州投資銀行 

ENAP National Oil Company チリ石油公社 

ENDE Empresa Nacional de Electricidad (Bolivia) ボリビア電力公社 

EPEN Ente Provincial de Energia del Neuquen ネウケン州エネルギー

公社 

ESMAP Energy Sector Management Assistance Program エネルギーセクター支

援プログラム 

EWASA Energy, Water Supply Agency (Rwanda) エネルギー水衛生公社

GDC Geothermal Development Coorporation（Kenya） 地熱開発公社 

GEAP Geothermal Experts Advisory Pool ― 

GEF Global Environmental Facility 地球環境基金 

GSE Geological Survey Ethiopia  エチオピア地質調査所

GST Geological Survey Tanzania タンザニア地質調査所

IBRD International Bank for Reconstruction and 

Development 

国際復興開発銀行 

ICEIDA Icelandic International Development Agency アイスランド国際開発

庁 

IDA International Development Agency 国際開発協会 

IDB Inter-American Development Bank 米州開発銀行 

IFC International Finance Agency 国際金融公社 

INDE Institute Nacional de Electrificacion (Guatemala)  電力公社 

INE Institito Nicaraguense De Energia  ニカラグア電力公社 

INGEMMET Instituto Geologic Minero Metalurgico (Peru) 地質・鉱山・金属調査

所 

ISOR Islensker Orkurannsoknir アイスランド地質調査

所 

JBIC Japan Bank for International Coorporation 国際協力銀行 

JICA Japan International Cooperation Agency (独)国際協力機構 

JOGMEC Japan Oil, Gas and Metals national Corp. (独)石油天然ガス・金

属鉱物資源機構 

KenGen Kenya Electric generation Company  ケニア発電公社 

KfW Kreditanstalt fur Wiederaufbau ドイツ復興金融公庫 

MEER Ministry of Electricity and renewable Energy 

(Ecuador) 

― 

MEM Ministerio de Energia Mines (Peru) エネルギー鉱山省 
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MEM Ministry of Energy and Minerals (Tanzania) エネルギー鉱物省 

MENR Ministry of Energy and Natural Resources (Djibouti) エネルギー天然資源省

- 

MEMR Ministry of Energy and Mineral Resources (Indonesia) インドネシア国エネル

ギー鉱物資源省 

MIGA Multilateral Investment Gurantee Agency 多国間投資保証機関 

MOE Ministry of Energy (Kenya) エネルギー省 

NAFIN Nacional Financiera (Mexico) メキシコ国立開発銀行

NDF Nordic Development Fund 北欧開発基金 

NTF Nigeria Trust Fund ナイジェリア信託基金

O&M Operation & Maintenance 運転・保守 

OPIC Overseas Private Investment Corporation ― 

PERTAMINA PT.PERTAMINA (Persero) (Indonesia) 国有石油・ガス会社 

PGE Pertamina Geothermal Energy (Indonesia) プルタミナ地熱エネル

ギー会社 

PLN PT. Perusahaan Listrik Negara (Persero) (Indonesia) 国営インドネシア電力

公社 

PPA Power Purchase Agreement 電力購入契約 

Propaco Promotion et Participacion pour la Coorperation 

economique 

AFD 民間金融部 

RE Reykjavik Energy レイキャビックエナジ

ー社 

RMF Risk Mitigation Fund リスク削減ファシリテ

ィ 

SCF Strategic Climate Fund 戦略的気候（変動対策）

基金 

SERNA- 

GEOMIN 

National Geological survey of Chile チリ地質鉱物局 

SEGEMAR Servicio Geologico Minero Argentino ― 

TAF Technical Assistance Facility 技術支援 

TANESCO Tanzania Electric Supply Company (Tanzania)  タンザニア電力公社 

UNDP United Nations Development Program 国連開発計画 

UNEP United Nations Environment Program 国連環境計画 

UNU-GTP United Nations University-Geothermal Training 

Program 

国連大学地熱研修コー

ス 
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USA Exim 

Bank 

ThExport-Import Bank of USA アメリカ輸出入銀行 

USTDA U.S. Trade and Development Agency アメリカ貿易保険機構

USAID U.S. Agency for International Development アメリカ国際開発庁 

USEA U.S. Energy Association アメリカエネルギー協

会 

WB World Bank 世界銀行 

WBG World Bank Group 世界銀行グループ 

 

 

12



 

1 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

1 序論 

1.1 業務名 

  鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） 

 

1.2 実施期間 

  自 平成 26 年 3 月 24 日 

  至 平成 26 年 12 月 28 日 

 

1.3 業務背景および概要 

欧州景気の後退、米国の財政悪化、それらの影響を受けた中国の成長の鈍化などにより、

2012 年秋以降、資源価格が下落傾向にあり、2004 年頃から続いてきた資源ブームの終焉が

始まったと言われている。一方、長期的には資源需要は増大するとの見通しもあり、ODA 事

業を戦略的に実施するため、変化の速い今日の市場動向および探鉱・開発動向を把握し、

今後のトレンドについて知見を有しておく必要がある。特に、本邦企業の動向の把握によ

り民間活力を途上国開発に有効活用し、二国間の win-win 関係の構築に貢献することが重

要である。 

一方、我が国においては、1970 年代以降、オイルショック、円高による国際競争力低下

から国内鉱山の閉山が相次ぎ、鉱業セクターおよび関連高等教育機関の整理・縮小が生じ

た結果、今日、そのリソースは非常に限られている。このリソースの制約を正確に把握し

た上で、適切な事業対象を選択し、その有効活用を図ることが望まれている。また、これ

まで JlCA が行ってきた事業をスキーム別、小分野別、国別に整理・把握することも、今後

の効果的な事業展開を検討する上で重要であり、加えて、研修員 OB のデータを整理し、

そのネットワークを我が国の資源確保に向けた活動に有効活用を図る必要がある。 

原油価格の高止まりやクリーンエネルギーへの志向等を背景としてアジア、アフリカ、

中南米地域において大規模な地熱資源開発が続いている。我が国はタービン、発電機等の

地熱発電設備の製造においてトップシェアを占めており、途上国の地熱開発においてもそ

の動向を踏まえつつ、人材育成、開発計画策定支援、資金協力等の ODA 事業を戦略的に実

施する必要がある。 

 以上のような背景のもと、本業務では、JICA 事業を取り巻く鉱業セクターおよび海外地

熱資源開発の最近の動向等を把握するために調査を行い、調査結果をもとに JICA のセクタ

ー戦略および個別事業立案の基礎資料として取りまとめることを目的とした。 

 

1.4 業務実施の項目 

本業務で実施する主な調査項目は以下の通りである。 

（１） 鉱業セクターに係る調査事項 

① 海外の鉱業セクターの動向 

② 本邦企業の動向 
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③ ドナーの動向 

④ 海外（米、英、仏、加、豪、その他）の主要鉱山系大学・大学院の概要 

⑤ 国内リソースの把握 

⑥ 文部科学省国費留学者に関する情報収集 

⑦ JICA 既往事業のデータ整理 

⑧ 途上国の鉱業セクター（JlCA 重点国 30 力国） 

（２） 鉱業セクター調査結果を基にしたデータべースの作成 

（３） 海外地熱資源開発に係る調査 

 

1.5 業務実施の基本方針 

（１） 鉱業セクターの主要動向を調査するための具体的な関連機関の把握 

 本業務では、「業務実施の項目」に掲げた項目ごとに、関連の機関を選定・調査して、効

果的かつ効率的な実施を目指すことを基本方針とした。 

実施項目別調査対象機関は表 1.5.1 の通りである。 

 

表 1.5.1 実施項目別調査対象機関 

実施項目 調査対象機関 

海外の鉱業セクターの動向 JICA、JOGMEC など 

本邦企業の動向 商社資源部門、鉱山関連会社、JOGMEC など

ドナーの動向 世界銀行、二国間主要ドナー、NGO 、採取

産業透明性イ二シアティブ（EITI）など 

海外の主要鉱山系大学・大学院の概要 米英仏独露加豪、その他の主要鉱山系大学・

大学院 

国内リソースの把握 ①大学、大学院、研究機関等、②資源開発コ

ンサルタント、③本邦鉱山エンジニアリング

など 

文部科学省国費留学者に関する情報収集 鉱業重点国、留学先大学など 

JICA 既往事業のデータ整理 JICA など 

途上国の鉱業セクター（JlCA 重点国 30 力

国） 

JICA など 

 

（２） 鉱業セクターの主要動向を調査するための調査項目の整理 

実施項目別に、表 1.5.2 に記述する対象項目を調査した。 
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表 1.5.2 実施項目別調査対象項目 

実施項目 調査対象項目 

① 海外の鉱業セクター

の動向 

・日本政府の「資源確保戦略」で選定された戦略的鉱物資源

30 鉱種毎の産出量・消費量・消費国・価格のトレンド、資

源メジャーおよび主要鉱山の動向、世界の探鉱・開発状況 

・今日の資源ナショナリズムに関し、背景・経緯、各国の事

例、企業が直面するリスク 

② 本邦企業の動向 

 

・商社資源部門、鉱山関連会社、JOGMEC の探鉱・開発・

権益確保に係る過去 5 年間程度の動向 

③ ドナーの動向 ・世界銀行、二国間主要ドナー、NGO 、国際機関による援

助動向 

・採取産業透明性イ二シアティブ（EITI）、紛争鉱物対策の

動向 

④ 海外の主要鉱山系大

学・大学院の概要 

・大学、大学院のリストアップ、主要諸元の整理 

・開発途上国の人材育成の支援状況 

⑤ 国内リソースの把握 ・大学、大学院、研究機関等（研究・教育分野、教員氏名、

学生数、留学生受入れ状況、実験施設、海外フィールド調査

活動、海外提携大学、長期研修員受入れに際してマッチング

に資する詳細な情報等） 

・資源開発コンサルタント（企業名、専門分野、人数、年齢

構成、規模等） 

・本邦鉱山エンジニアく企業名、専門分野、人数、年齢構成、

規模等） 

⑥ 文部科学省国費留学

者に関する情報収集 

・鉱業重点国の留学生の実績把握（国別、年度別、出身校・

組織、留学先大学・専攻学科、留学期間等） 

・現在日本に留学中の学生の情報（国別、出身校・組織、留

学先大学・専攻学科、留学期間等） 

⑦ JICA 既往事業のデー

タ整理 

・鉱業分野の事業実績の整理（国別、小分野別、スキーム別、

年度別、協カ期間・目標・成果・実施企業・C/P 機関・供与

機材・投入金額等の事業概要等） 

・研修員（国別、年度別、研修コース名、氏名、所属先・職

位、現在のポスト・連絡先等） 

・過去の協力からの教訓と課題（もしくはトレンド分析） 

⑧途上国の鉱業セクター

（JlCA 重点国 30 力国） 

・行政組織図、主要鉱物資源‘政策、開発動向等 

・主要鉱山、経営形態（国営／民間／外資 JV 等） 
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（３） 簡易データベース構築と効果的・継続的な利用方法の検討 

 実施項目のうち、⑤～⑦の調査結果およびそれ以外の調査結果で定量化出来る情報につ

いて、エクセルベースでの簡易的なデータベースを構築することとした。 

 

（４） 地熱資源開発の主要動向を調査するための具体的な対象国・対象機関の把握 

本業務では、国内調査により既存情報を収集・整理し、海外調査対象国・対象機関を選

定後に、海外現地調査に移行するべく、効果的かつ効率的な実施を目指すことを基本方針

とした。実施項目別対象国・対象機関は表 1.5.3 の通りである。 

 

表 1.5.3 実施項目別対象国・対象機関 

実施項目 対象国・対象機関 

国内情報収集調査 ・国連大学地熱エネルギー利用技術研修プログラム（アイスラン

ド）、オークランド大学地熱研究所（ニュージーランド）等の他

ドナーや大学など 

・世界銀行、アフリカ開発銀行、米州開発銀行、ドイツ復興金融

公庫、フランス援助庁等 

・各国（アフリカ、アジア、中南米の地熱ポテンシャル国）にあ

る関係ドナー機関 

海外現地調査 

 

・国連大学地熱エネルギー利用技術研修プログラム（アイスラン

ド）、ケニアにある関係ドナー機関（国連環境計画）、世界銀行（ワ

シントン）、米州開発銀行（ワシントン）など 

 

（５） 地熱資源開発の主要動向を調査するための調査項目の整理 

実施項目別に、表 1.5.4 に記述する対象項目を調査した。 

 

表 1.5.4 実施項目別調査対象項目 

実施項目 調査対象項目 

国内情報収集調査 ・国連大学（アイスランド）、ニュージーランド等の他ドナーや

大学が実施している地熱資源開発に係る人材育成の概要を確認 

・世界銀行、アフリカ開発銀行、米州開発銀行、ドイツ復興金融

公庫、フランス援助庁等による地熱開発ファンドの概要を確認 

・各国（アフリカ、アジア、中南米の地熱ポテンシャル国）にお

ける地熱開発段階別（地表調査、試掘・評価、プラント建設およ

び 0&M ) の政府／民間の関与デマケの確認、開発状況との相関

関係の確認 

・現地調査計画策定 
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2 鉱業セクターに関する動向及び国内リソース等に係る調査結果 

2.1 海外の鉱業セクターの動向 

2.1.1 戦略的鉱物資源の需給・価格のトレンド及び開発状況 

（１）需給・価格のトレンド 

 澤田（2013）によれば、資源の市場構造と価格形成の関係では価格のような経済問題は

市場の機能に委ねられる。例えば、完全競争市場における価格は市場の需要と供給によっ

て決定され、生産企業は市場価格を受け入れるプライスメーカーとなる。反対に、供給企

業が 1 社だけの独占市場や少数の供給企業に限定される寡占市場では、生産企業が市場価

格に影響を与えるプライスメーカーとなる。資源の取引市場は資源の種類や形態によって

異なり、代表的なものは以下の様に区分される。 

 

① 完全競争市場：ロンドン金属取引所（LME: London Metal Exchange）におけるア

ルミ・銅・亜鉛・ニッケルの金属、ニューヨークマーカンタイル取引所（NYMEX: New 

York Mercantile Exchange）における金が相当 

② 寡占市場：銅精鉱・ボーキサイト・亜鉛精鉱・鉄鉱石等の製錬原料、多くのレアメ

タルは寡占市場にあって主要生産企業と製錬企業の相対取引により価格が決定 

 

 JOGMEC（2011）によれば、①完全競争市場における市場価格の決定は先ず現実市場の動

向が決定要因であり、最近の銅相場ではストライキや生産障害などによる供給減少、価格

高騰による鉱山開発の加速または価格下落による鉱山開発の遅れ等に大きな影響を受けて

いる。特にベースメタル市場では、1995～1996 年の価格高騰期に鉱山開発が進んだが、数

年で供給過剰となり、2000 年以降における中国の需要増大に対して需要が逼迫した経緯が

ある。また、世界経済の動向や先進国における景気動向が非常に重要である。特に米国の

景気動向が世界の経済状況を決める状況は戦後から変わっておらず、最近では新興国、特

に中国の経済動向が資源価格決定に大きな影響を与えている。 

 競争市場における市場価格の決定に大きな影響を与える戦後の米国ダウ平均株価の推移

と世界における主な出来事の概略を図 2.1.1 に示す。小室（2012）は、戦後の世界経済を急

進期 I（1949 年 6 月～1966 年 2 月）、停滞期 I（1966 年 3 月～1982 年 8 月）、急進期 II（1982

年 9 月～2000 年 1 月）、停滞期 II（2000 年 2 月～）に分けて関連する主な出来事を以下に挙

げている。 

 

(1) 急進期 I（1949 年 6 月～1966 年 2 月） 

1) 朝鮮戦争（1950～1953 年） 

2) ベトナム戦争勃発（1960 年） 

3) キューバ危機（1962 年） 

4) ケネディ暗殺（1963 年） 

(2) 停滞期 I（1966 年 3 月～1982 年 8 月） 

18



 

7 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

1) アポロ月面着陸（1969 年） 

2) 第一次石油危機（1973～1975 年） 

3) ベトナム戦争終結（1975 年） 

4) 第二次石油危機（1979 年） 

(3) 急進期 II（1982 年 9 月～2000 年 1 月） 

1) プラザ合意（1985 年） 

2) ブラックマンデー（1987 年） 

3) ベルリンの壁崩壊（1989 年） 

4) 湾岸戦争（1991 年 1～3 月） 

5) ソ連崩壊（1991 年 12 月） 

6) アジア通貨危機（1997 年 7 月（～1998 年 6 月）） 

7) IT バブル崩壊（2000 年 12 月） 

(4) 急進期 II（2000 年 2 月～） 

1) 9・11 同時多発テロ（2001 年 9 月） 

2) ワールドコム破綻（2001 年 12 月） 

3) イラク戦争（2003 年 3 月） 

4) 金融危機（リーマンショック、2008 年 9 月） 

 

 

小村（2012） 

http://mitsui.mgssi.com/issues/report/r1203x_omura.pdf  

図 2.1.1 戦後の米国ダウ平均株価の推移と世界における主な出来事 

 

 さらにリーマンショック後に世界経済は急激に回復したが、2009 年 10 月にギリシャ債務
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問題が顕在化し、欧州債務危機が発生した。これにより 2011 年には新興国の成長にも陰り

が生じたが、2013 年には長期的な低迷から回復へと転ずる機運が見られたが、新興国では

全般的な陰りが目立った（METI、2014）。 

 日本政府として重点的に資源獲得に取り組むべき「戦略的鉱物資源」30 鉱種（表 2.1.1）

について、各鉱種の価格の動向、生産及び消費量等を付録 I に示す。 

 

表 2.1.1 資源確保戦略における重点鉱種 

 

首相官邸政策会議（2012） 

（平成 24 年 6 月 27 日） 
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（２）探鉱の動向 

 鉱物資源は、最近でこそ廃棄物からのリサイクルが進められているが、量的にも制約が

あり、基本的には枯渇性資源である。そのため、探鉱活動、プロジェクト買収、企業買収

により新たに採掘される埋蔵量の確保が必要となる。また、探鉱予算と探鉱費実績は必ず

しも一致しておらず、金属価格高騰時には探鉱実績が探鉱予算を上回り、景気後退による

不況時には探鉱実績は予算を下回るのが普通である（澤田、2009）。 

 世界における非鉄金属探鉱予算の推移を図 2.1.2 に示す。元素別の探鉱費動向に関する資

料は多くないが、澤田（2009）は世界の探鉱予算（ベースメタル、金、ダイヤモンド、白

金族金属等）も、銅価格とほぼ調和して変動していると報告している。図 2.1.2 においても、

2000 年の IT バブル崩壊後の 2002 年にかけて探鉱費が減少しているが、2002 年からは中国

をはじめとする新興国の需要拡大に伴い、金属価格が上昇し、2003 年から 2008 年にかけて

探鉱費が大きく増加している。2008 年にはリーマンショックに伴う景気悪化によって探鉱

費は 80 億（US$）付近まで減少するが、その後は再び急な上昇を続け、2012 年には 200 億

（US$）を越えた。2013 年の探鉱費は欧州債務危機に端を発した景気減速によって 160 億

（US$）を割っている。 

 

 
SNL Metals & Mining（2014） 

図 2.1.2 世界における非鉄金属探鉱予算の推移 
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SNL Metals & Mining（2014） 

図 2.1.3 非鉄金属探鉱の上位地域 

 

 非鉄金属探鉱の上位地域を図 2.1.3 に示す。 

 中南米とカナダで予算額の減少が最大となったことに連動して、2013 年の探鉱予算は全

地域で減少した。中南米は引き続き最も人気の高い探鉱地域で、2013 年の全世界の探鉱支

出の 27%を呼び込んだ。ユーラシア諸国は予算総額第 2 位で、ロシア、中国、カザフスタ

ンへの大規模な予算配分が主導的な役割を果たしている。アフリカは僅差で第 2 位から第 3

位となり、世界の探鉱予算の約 17%を集めた。アフリカにおける主要な探鉱地域には、DR コ

ンゴ、ブルキナファソ、南ア、ザンビア、ガーナが含まれる。カナダは全地域中で最大の

落ち込み（41%）となり、全世界の予算の 13%で第 4 位へと降格した。ベースメタルへの支

出予定額は 47%減少し、カナダの予算総額に占める割合は約 19%に減少した。豪州は 2013

年の世界総額の 13%を集め、2003 年以降の第 5 位を保持した。WA（西オーストラリア）州

は再び最も人気の高い探鉱先となり、同国総額の 54%を占めた。米国における金と銅の探

鉱は地域としては第 6 位を保持し、太平洋諸島を上回った。太平洋諸島では、PNG（パプ

アニューギニア）、インドネシア、フィリピンが世界総額の 7%に相当する同地域の探鉱予

算の大部分を占めた（SNL Metals & Mining、2014）。 
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2.1.2 資源メジャーの動向 

（１） 鉱物資源メジャーの定義と基本方針 

 JOGMEC（2012）では、以下の事項に該当する鉱物資源開発企業を資源メジャー（鉱物

資源メジャー）としている。 

 

 グローバル・多国籍に事業展開している。 

 鉱山開発をコア・ビジネスとし、下流分野(製錬・金属加工・製造)よりも上流分野(探

鉱・開発・鉱石生産)を志向する。 

 特定の金属鉱種、あるいは燃料鉱物資源も含め複数鉱種の上位生産者である。 

 オペレーターシップを有し、大規模な鉱山開発・操業を行っている。 

 強力な経営資源(技術・人材・設備資産)を有する。 

 M&A(合併・買収)により事業拡大と多国籍化・寡占化を進め、バーゲニングパワー

を絶えず強化している。 

 必要に応じて不採算部門・ノンコア事業を売却する。 

 

 JOGMEC（2012）では上記に該当する鉱物資源メジャーについて以下の企業方針と戦略

を基本にするとしている。 

 

 M&A(企業買収・合併)と不採算・ノンコア事業の売却 

 鉱種・生産拠点の多様化、経営規模の拡大、及びスケールメリットの薄れた資産の売却 

 増産・拡張と新規鉱山開発への投資 

 生産量の維持・拡大（銅・金などは深部化・低品位化等に対処）、低廉な生産コストの追

求 

 積極的な探鉱投資 

 鉱量の拡大、資源量から埋蔵量への評価格上げ（確定・可採鉱量の確保） 

 

（２） 鉱物資源メジャーの概要 

 JOGMEC（2012）によると、鉱物資源メジャーに該当する企業は 1) BHP Billiton、2) Rio Tinto、

3) Anglo America、4) Vale、5) Xstrata、6) FCX、7) CODELCO、8) Norisk Nickel、9) Grupo Mexico、

10) Antofagasta、11) CHINALCO、12) Minmetals の計 12 社である。このうち 1) BHP Billiton、

2) Rio Tinto、3) Anglo America、4) Vale、5) Xtrata の計 5 社は多角経営を進めているが、鉄鉱

石、石炭、銅の 3 種が営業利益に大きく貢献している（澤田、2011）。また、各企業の売上

高を見ると 1) BHP Billiton が最大の売り上げを記録し、利益率も 21%と高い。2011 年の売

上高で 600 億ドルを超えたのは 1) BHP Billiton、2) Rio Tinto、4) Vale の 3 社であるが、利益

で見た場合 4) Vale が最大の約 229 億ドル（利益率 38%）と 12 社中最大となっている（表

2.1.2）。 

24



 

13 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 各社の探鉱費は総資産や売上高の大きい企業ほど大きい傾向が見られる。また、BHP 

Billion、Rio Tinto といった売上高上位 2 社の鉱物資源メジャーや FCX、Anto fagasta といっ

た銅鉱山事業を中心とする鉱物資源メジャーは売上高や総資産に対する比率が大きい傾向

にある（JOGMEC、2012）（図 2.1.4）。 

 近年のベースメタル類の相場は、2008 年 9 月に起こったリーマンショックの影響により

2008 年秋から 2009 年春にかけて大きく下落した。その後、2010 年からの世界的な景気回

復を受けて再び回復したが、2011 年春からギリシャに端を発した欧州債務危機のため相場

は再び下落傾向となった。2012 年初頭には欧州債務問題の懸念が緩和し、相場は一時的に

回復したが、欧州債務問題の懸念再燃、中国の景気後退懸念等を受けて再び下落傾向を示

している。 

このような相場背景の下、鉱物資源メジャーは中国等の新興国市場で需要の多い銅、ニ

ッケルの生産で寡占化を進めており、2000 年及び 2011 年の鉱物資源メジャーの寡占化率は

銅で 43.2%⇒48.5%、ニッケルで 23.3%⇒29.4%と増加している（図 2.1.5）。鉱物資源メジャ

ーが銅やニッケルの開発や増産を急いだ一方、鉛や亜鉛は逆に整理対象となり、寡占化率

は減少もしくは微増となっている。2000 年及び 2011 年の寡占化率は鉛で 12.2%⇒10.3%（図

2.1.6）、亜鉛で 7.1%⇒10.4%である（図 2.1.7）。さらに、鉄の寡占化率は 2000 年、2011 年で

22.2%⇒28.9%と微増であるが、中国の旺盛な需要により生産量は 975 百万 t（2000 年）、1,980

百万 t（2011 年）と倍増している（図 2.1.8）。 

 

表 2.1.2 鉱物資源メジャーの財務状況 

 

（JOGMEC、2012） 
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図 2.1.4 鉱物資源メジャー等の売上高・総資産に占める探鉱費の割合（2011 年） 

 

 

図 2.1.5 世界の銅供給に占める鉱物資源メジャーのシェア変化 
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図 2.1.6 世界の鉛供給に占める鉱物資源メジャーのシェア変化 

 

 

図 2.1.7 世界の亜鉛供給に占める鉱物資源メジャーのシェア変化 

 

 

図 2.1.8 世界の鉄供給に占める鉱物資源メジャーのシェア変化 

 

（３） 鉱物資源メジャー各社の概要 

 以下に JOGMEC（2012）「平成 24 年度 資源メジャー･金属部門の動向調査 2012」による

鉱物資源メジャー各社（全 12 社）の概要を付録 II 示す。 
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2.1.3 資源ナショナリズムに関するリスク 

 監査法人 Ernst & Young は 2014 年 7 月 28 日、鉱業が直面しているビジネスリスクを分

析した報告書「Business risks facing mining and metals 2014-2015」を発表した。同報告書によ

ると、2014 ～15 年度の鉱業ビジネスリスクランキングのトップ 10 は、1 位から 10 位ま

で昇順に、①生産性の向上、②資本のジレンマ―配分とアクセス、③社会的営業免許、④

資源ナショナリズム、⑤投資計画の実行、⑥価格と通貨のボラティリティ、⑦インフラへ

のアクセス、⑧利益の共有、⑨技能ニーズのバランス、⑩水とエネルギーへのアクセス、

という結果であった（図 2.1.9）。前年の 1 位と 2 位が入れ替わり「生産性の向上」がリス

クランキングの 1 位となったほか、「水とエネルギーへのアクセス」が初めて 10 位にラン

ク入りした。 

一方、2012 年に第 1 位であった「資源ナショナリズム」は 2013 年に第 3 位に、そして今

回第 4 位にランクを落とした。このことは、資源ナショナリズムの拡大が進行するにつれ、

鉱山会社のリスク管理能力が向上している結果とも考えられるが、リスクの深刻度は従来

と同程度であるといえる。 

 資源ナショナリズムが 1 位であった 2011 年以降の動向を図 2.1.10 に、資源ナショナリズ

ムに影響を与える資源国の鉱業政策のうちアジア諸国の例を表 2.1.3 に、それぞれ示す。こ

れらの情報は最新の情報であるが、補足情報を以下に取りまとめる。 

 アジアにおいては、インドネシアに見られるように、2009 年 1 月の鉱物石炭鉱業法の改

正および 2014 年 1 月の未加工鉱物の輸出禁止があげられる。フィリピンにおいては、2012

年 9 月の鉱業ロイヤリティ 5%導入の動きがあった。ニューカレドニアでは、2011 年にフラ

ンス政府主導による産業戦略委員会が設置された。 

 ジンバブエの資源ナショナリズム的施策は、主に①現地化・経済権限拡大法、②ロイヤ

ルティの引き上げ、③鉱区の強制収用、④国内での精錬所建設の義務化の 4 つから成る。

2013 年 4 月現在、良好な財務状況を保っている理由の一つは、上記のうちロイヤリティの

引き上げによる政府歳入の増加があげられる。 

 南アフリカでは、鉱部・石油資源開発法（MPRDA）の改正法案が 2012 年 12 月にズマ内

閣で承認されたが、2014 年 3 月現在国会で審議中であった。ズマ大統領は 2014 年 5 月の大

統領選挙で再選され 2 期目に入ったが、その後の情報はない。 

 モザンビークの鉱業法は 2014 年 3 月現在改訂中であり、マラウィでは 2012 年に鉱山鉱

物施策が制定され、2014 年 3 月現在鉱山鉱物資源法が改訂中である。また、2013 年 12 月

現在、コンゴ民主共和国では鉱業法改正を検討中であり、ナミビアでは鉱業憲章制定の動

きがあるが制定は未確認である。アンゴラでは、2011 年に新鉱業法が制定された。 
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(出典：E & Y「Business risks facing mining and metals 2014-2015」) 

図 2.1.9 2014 年ビジネスランキング 
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（廣川（2012）、金属資源レポート）に一部加筆 

図 2.1.10 2011 年以降の資源ナショナリズムの動向 

 

表 2.1.3 最近のアジア諸国の鉱業政策一覧表 

 

（廣川（2012）、金属資源レポート） 

フィリピン 

・ロイヤルティ改正の動き

コンゴ 

・鉱業法改正を検討中

アンゴラ 

・新鉱業法制定（2011）

マラウィ 

・鉱山鉱物資源法改訂
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2.2 本邦企業の動向 

（１） 民間企業の動向 

 本項では、日本鉱業協会資源部会に属する鉱山会社のうち 6 社と、資源開発コンサルタ

ント会社のうち 5 社についてヒアリングを実施したので、その概要を整理した。 

 ヒアリングのフォーマットを表 2.2.1 に示す。各社のヒアリング議事録及びフォーマット

情報は別添資料とする。ヒアリング結果の概要は以下のとおりである（表 2.2.2）。 

 重点分野、鉱種については、各社の主要業務の範囲にそれぞれ微妙に差があるものの、

上流の資源探査～採鉱～選鉱を中心として、一部に中流の製錬や下流の加工分門に広がる

企業も見受けられる。バブル崩壊、金属価格の低迷等の理由により、加工やリサイクルに

シフトして資源探査～鉱山開発に主体をおかない時期もあったが、最近 10 年ではほとんど

の鉱山会社が特に銅を主体としたベースメタルの探査や鉱山権益の取得に乗り出している。

一方で、負の遺産である鉱山環境についても注力してきている。鉱種については、銅以外

に、亜鉛、鉛や、金、銀、錫、タングステン、金、銀、レアメタル等の金属資源、石炭資

源、石灰石、ゼオライト等の非金属資源があげられる。 

地域は南米を中心として北米、東南アジアから南西太平洋の諸島を取り囲む環太平洋地

域が大半である。鉱種によっては、アフリカやアジア内陸に興味がある鉱山会社もあるが、

政治リスクやインフラ等の課題が残されている。 

人員構成は、部門別では地質・探査、採鉱・土木、試錐等に比べて選鉱が少ない傾向が

認められる。年齢別では、複数の会社で 50 歳代以上および 20 歳代が 30 歳代～40 歳代に比

べて多い傾向が認められる。 

社員の教育システムについては、ほとんどの企業が OJT を中心としている。また、海外

からの研修員の受け入れについては、石灰山や休廃止鉱山を活用した見学や短期研修であ

れば可能であるとの回答が複数の企業から得られ、体制を整えることにより長期に研修員

の受入れが可能であるとの回答も一部の企業から得られた。その他、鉱廃水処理の研修、

データ処理の研修、国際資源大学校等への講師の派遣の実績や可能性についても回答があ

った。 

 JICA に期待する事項としては、①発展途上国における鉱業法およびカントリーリスクの

動向等の情報の入手に関する援助、②資源開発に関する情報収集・データ整備事業に関す

る案件形成、③資源開発プロジェクトへの投資、④インフラ負担軽減や人脈形成のための

施策等々があげられる。 
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表 2.2.1 鉱業セクターヒアリングフォーマット 

項目 内容 

１．企業名  

２．重点分野、鉱種（例：資源探査、採鉱、選

鉱、製錬など、どの鉱種のどの段階（上流、

下流）に重点を置くか） 

 

 

３．関心を有する、あるいはパイプを作りたい

という希望がある資源開発対象国・地域、対

象資源（ミャンマーあるいはインドシナ半島諸

国など、銅とか錫とかニッケルと言った具合）

 

４．ビジネスモデル（メジャーを取った開発輸

入とか融資買鉱や、JICA 等の支援による資

源プロジェクトへの参入など） 

 

 

５．国別・地域別・鉱種別投資動向、投資額、

投資パートナー （実績） 

 

 

６．部門数及び資源関連部門にはどういった

部門があるか、その所属人員など。海外支

店数及び各支店の所掌業務（例：南米の探

査、○○鉱山の運営管理、金属製品の販売

など）並びに所属人員など。 

 

７．専門分野ごとの社員数および年齢構成 

 

 

８．人材育成計画の有無、概要 

 

 

９．海外研修員の受け入れ先として、石灰

山・採石山等の実習現場や、受け入れ方針・

体制の有無 

 

１０．その他（海外ビジネスにおける JICA に

期待する事項等） 
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表 2.2.2 民間企業ヒアリング結果概要（1/2） 
１．企業名 01:：DOWAメタルマイン 02：ジオテクノス 03：JFEミネラル 04：JX日鉱日石 05：JX日鉱日石探開

２．重点分野、鉱種（例 ：資 源探

査、採鉱、選鉱、製錬など、どの鉱

種のどの段階（上流、下流）に重点

を置くか）

製錬所への給鉱が目的であり、秋

田製錬所（亜鉛）、小名浜製錬所

（銅）、小坂製錬所（銀）が主であ

る。

①海底熱水鉱床の選鉱・製錬技術

開発、②資源探査

国内の珪砂・珪石、石灰石、海外

の石灰石、ドロマイト等の白もの。

海外拠点はフィリピン。JFEグルー

プの原料確保が一番の優先事項、

供給が確保され余力があれば別途

他に売却することも可能。対象分

野は川上～選鉱。

重点鉱種：銅

重点段階：上流の「資源開発」か

ら、中流の「製錬」および下流の

「電材加工」「環境リサイクル」まで

の全ての段階、分野に重点を置い

ている。

上流の探査分野では資源探査で

あり、グラスルーツのほか、南米ペ

ルー～チリ～一部アルゼンチンの

地域を衛星画像解析を行い、変質

帯、地質構造をGIS化し、有望地を

抽出。下流側では鉱量計算、鉱量

モデリング。重点鉱種は（JXの一

員として）Cu、Au。

３．関心を有する、あるいはパイプ

を作りたいという希望がある資源開

発対象国・地域、対象資源（ミャン

マーあるいはインドシナ半島諸国

など、銅とか錫とかニッケルと言っ

た具合）

環太平洋地域。足元のプロジェクト

案件として、メキシコ、アラスカがあ

げられる。

東南アジア・中国、南米、アフリカ

関心がある地域は南～東南アジア

である。硬質の石灰石に興味があ

る。

新たな銅鉱床に対する探鉱は、南

米、オーストラリア、東南アジア等

を中心に行っている。

（JXグループとして）チリ、ペルー、

アルゼンチン、コンサルとしてはイ

ンドネシア、PNG、フィリピン、オー

ストラリア、カナダでJXに提案でき

るプロジェクト探し。

４．ビジネスモデル（メジャーを取っ

た開発輸入とか融資買鉱や、JICA

等の支援による資源プロジェクト

への参入など）

良いスキームがあればプロジェク

ト毎に検討する。プロジェクト買収

というよりはパートナーが重要であ

る。

親会社のDOWAエコシステムの環

境事業の海外展開を支援する形で

鉱山環境修復事業に関心あり。

JOGMECと開発中の変質鉱物同定

装置（POSAM)の販売。

国内で石灰が十分採れるので政

府としては重要視していない。ま

た、国内では環境問題や森林法等

の規制もあり、新規の鉱山開発は

難しいと考えている。

メジャー、マイナーでの鉱山プロ

ジェクト参入により良質な銅鉱石の

調達先を確保することで非 鉄金

属、電子材料等の素材を安定的に

供給するとともに、非鉄金属リサイ

クルを促進することにより、資源と

素材の生産性の革新に取り組んで

いる。

インドネシア・ペルーの小規模鉱

山（ヒ素が多い）鉱害防止及び精

鉱処理技術開発プロジェクトの立

ち上げ。品位検証ボーリングを

行って埋蔵鉱量の見直しをWBに提

案。

５．国別・地域別・鉱種別投資動

向、投資額、投資パートナー （実

績）

自山比率Zn50%、Cu30%を長期的

な目標として掲げている。
―

フィリピンの石灰山（アルコイ鉱

山、ボホール鉱山）は、同国鉱業法

により採鉱を行う会社は外資が

40％に制限されているため、60～

70%は現地資本となっている。上記

鉱山より買鉱し加工・販売する会

社は100%子会社である。

投資国：チリ

鉱種：銅 投資額（複数案件計）：

約45億米ドル

投資パートナー（複数案件計）：丸

紅、三井物産、三菱商事、三井金

属 、 三 菱 マ テ リ ア ル 、 Anglo

American 、Antofagasta Minerals、

BHP Billiton 、 Rio Tinto 、

GlencoreXstrata

JXとしては、ザイール、オーストラ

リア、チリ及びペルー等に投資して

きたが、探開としてはコンサルなの

で調査道具にしか投資しない。

６．部門数及び資源関連部門には

どういった部門があるか、その所

属人員など。海外支店数及び各支

店の所掌業務（例：南米の探査、

○○鉱山の運営管理、金属製品

の販売など）並びに所 属人 員な

ど。

資源・原料部：19名
ジオサイエンス部13名。案件次第

で人員が流動的に配置される。

資源部門は鉱産品事業部－資源

技術部が統括。資源技術部には5

名在籍。鉱産品事業部は土壌浄化

を行う環境部門を除き約120名であ

る。この内技術者は約40名であり、

そのおよそ半数が国内鉱山、1/4

が海外子会社。1/4が本社・研究

所等。

当社は三井金属（株）とPan Pacific

Coppper(以下PPC)を設立し、両社

の銅製錬部門を傘下に統合、今後

の海外銅資源開発をPPCが推進し

ていく体制としている。所掌業務は

以下の通り ① 当社が参画す

る資源開発プロジェクトの管理及

び推進　　　②　鉱物資源及び鉱業

事業に係る調査 ③ 原料の調

達

探査事業部、試錐事業部、土木事

業部があり、それぞれの技術者は

23名、30名、17名である。探査事

業部はリモセン4名、調査19名であ

り、20代28％、30代28％、40代

28％、50代11％、60代5％。土木

事業部の年齢構成は20代0％、30

代22％、40代11％、50代44％、60

代22％である。

７．専門分野ごとの社員数および

年齢構成

地質・選鉱に比べて採鉱が少な

い。20歳代～50歳代。
地質11名、物探2名、試錐4名。

最近は1名/1～2年の割合で採用

しているが、30代前半～40代前半

が少ない。

― ―

８．人材育成計画の有無、概要
資源大学、メキシコ（ティサパ）で

の研修。
JMECプログラムに参加等

新人は1ヶ月本社で事務的な研修

をした後、現場に送りOJTで実地研

修を行う。3～4年後には資源大で

研修を受けさせた後、フィリピンで

研修させる。フィリピン等のロー

テーションは人によって期間が異

なる。地質屋・採鉱屋の違いはな

く、どんな仕事も出来るようにす

る。

計画：有 入社1年目：国内外鉱山

現場実習。入社2年目：語学研修

（3ヶ月）、JMEC 資源大学（3ヶ月）

最近の若手は現場経験がないの

で、探開として大学の卒論と同様に

数週間野外調査を課している。

９．海外研修員の受け入れ先とし

て、石灰山・採石山等の実習現場

や、受け入れ方針・体制の有無

製錬所、鉱廃水処理現場でのイン

ターンの可能性は、具体的な打診

があれば検討する。

受け入れ先を有していないが、海

外研修員向けの講習会への講師

派遣可能。

短期見学は対応可能であるが、長

期研修対応は厳しい。

春日鉱山という操業鉱山を子会社

として持っているが海外研修員を

受け入れられる余裕がなく、その

他には現場はない。

―

・電力、水、輸送インフラ等の整備

・鉱山周辺地域社会の状況や対鉱

山姿勢の調査、情報の整備、コミュ

ニティー開発。

・鉱業に関連する法律の調査と整

備。

１０．その他（海外ビジネスにおけ

るJICAに期待する事項等）

人脈形成、インフラ負担の軽減の

ための施策。

発展途上国におけるリモセンデー

タ等による基礎データ整備業務等

の案件形成、POSAM販売支援。

鉱業法（日本語訳）があれば助か

る。新規相手国のコンタクト先の紹

介。

資源量評価プロジェクトへの投資

を期待
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表 2.2.3 民間企業ヒアリング結果概要（2/2） 
06：三菱マテリアル 07：三菱マテリアルテクノ 08：三井金属鉱業 09：三井金属資源開発 10：日鉄鉱業 11：日鉄鉱コンサルタント

銅、石灰石、タングステン及び石炭

が中心。銅、タングステンに関して

は自社の工場に供給する原料確

保のために上流への投資を検討

中。石炭は自社消費あるいは販売

のためのソースとして確保したい。

分野：資源探査、企業化調査（F/S

評価など） 鉱種：非鉄金属全般

（卑金属、貴金属、レアメタル、レア

アース）、ウラン、炭化水素（石炭、

石油）、粘土鉱物など

ベースメタル、特にZnに重点を置い

ている（その他、Pb、Au、Ag）。Cuと

AuはJXとPPCをやっているので三

井金属としてはZn-Pbである。分野

別で鉱山開発では探鉱よりも操

業、製錬分野ではリサイクルに重

点を置いている。

親会社の資源部門の技術をベース

とするコンサル会社であり、大きく

探鉱、開発、地熱、環境の部門に

大別される。このうち資源部門では

資源調査のほか、地質コンサル会

社としては異例であるが島根県で

ゼオライト鉱山を保有・操業し、採

掘・生産・鉱害対策を当事者として

行い技術蓄積をしている。環境部

門は主に土壌汚染・公害調査・対

策工事の業務を行っている。

銅：資源探査、採鉱、選鉱 錫：資

源探査、採鉱、選鉱
親会社に準ずる

銅は輸入を前提としているため環

太平洋。タングステンはリスク分散

のためにソースの多角化。石炭は

豪州が中心。

対象国：東南アジア、中央アジア、

アフリカ南部諸国、中南米諸国　対

象資源：項目2に掲げる鉱種全般

ペルー及び周辺の南米エリア。カ

ナダも考慮。情報収集はアフリカ、

中東、東南アジアで行っている。

親会社の資源戦略地域と整合する

範囲をベースに活動してきた。この

ため伝統的に南米（特にペルー）で

の技術蓄積が多く、その他では中

央アジア、東欧、アフリカ等に明る

い。外部クライアントからの要請で

は対応可能な範囲で業務受注。

銅 ： ラ オ ス 、カ ン ボジア 、ミャン

マー、フィジー、チリ（フィリピン、タ

イ、マレーシア） 錫：ミャンマー、ラ

オス、モロッコ

親会社に準ずる

現時点では原料確保を主目的とし

ているため、マイノリティでの出資

を考えているが、将来は鉱山運営

を行うことを目標としている。

従来のG/G調査のような民間では

参入しにくい広域を対象とした資源

探査やデータ整備など。JICA殿の

資源探査関連業務では人材育成

に主眼を置く。

「原料確保＋資源事業での収益」

が目標。Pb-Znは規模がそれほど

大きくないので探鉱段階から入り、

権益を確保していく。

―

銅：メジャーを取った開発（出来れ

ば本邦への輸入） 錫：メジャーを

取った開発・輸入～融資買鉱

親会社に準ずる

コンサルティングを主要業務とする

ため、投資は考えていない。

PPCを除く三井金属としての国別投

資は、ペルー（ワンサラ鉱山：三井

単体+JOGMEC）、カナダ（インペリ

アル）である。

― ― 親会社に準ずる

地質：約25採鉱：約25選鉱：約10

部門数：5部門（技術部門の み）

関連部門：資源調査部、ドリリング

部、環境調査部、環境計量部、エ

ンジニアリング部 所属人員：約

200名 海外支店：当該分野の支

店はなし

金属事業本部に金属事業部、資源

事業部、銅統括部がある。金属事

業部は製錬を含む。資源事業部は

国内鉱山（串木野、神岡等）のほ

か、鉱山開発、ペルー・サンタルイ

サ、奥会津地熱を統括する。銅事

業統括部はPPCの管理である。

大きく探鉱、開発、地熱、環境の部

門に大別されるが、資源は計50

名、20代、30代、40代、50代は各

10名ずつ在籍している。

本社 資源開発部：28 生産技術

部：18 海外資源事業室：4 日鉄

鉱コンサルタント：22 霧島地熱：4

チリ共和国 日鉄鉱チリ社：6 アタ

カマ・コーザン：9日鉄鉱カンボジア

社：1

地質部 13名 物理探査部 7名

試錐部　23名

50代：約15名、40代約20名、30代

約5名、20代約20名

社員数：合計200名（平均40名/部

署） 年齢構成：40歳台を主力と

し、20歳台～60歳台。

資源30名（地質・採鉱が多く、選鉱

が少ない）。30歳代～40歳代は他

の年代よりも少ない。

地質が10名、物探4名、選鉱2名の

ほか、岩力、採鉱、分析の人間が

いる。熟練者と若手に二分化傾

向。

探査：19採鉱：65選鉱：5土木：11

プラント・機械：56電気：29
―

有。入社から約10年間で海外鉱

山、地熱を含めた複数の職場を経

験させた上で適性を判断する。

有り。人材育成ガイドラインを整備

し、年代・役職に応じた評価を行

う。

10年程度のローテンション計画が

あり、3～5年程度のサイクルで神

岡、ペルー等を異動。若手にスペイ

ン語研修を実施。

現場OJTによる技術涵養が基本。

選鉱はペルー操業鉱山の現場ライ

ンでの実践を組み込み。

基本的にOJTによ る育 成を計る

社内研修制度 ・社内保安試験制

度 旧鉱山保安係員試験相当試

験を実施し、60点以上を合格とし、

全科目合格まで繰り返し実施 技

術系5科目：保安技術（含む鉱山

保安法）、坑外、鉱害防止、電気、

機械 事務系2科目：保安技術（含

む鉱山保安法）、坑外 ・3年目研

修（入社3年目に実施） ・係長研

修（資格昇格時に実施） ・課長研

修（資格昇格時に実施）

親会社に準ずる

東谷（石灰石）鉱山において当社

が出資しているベトナムのセメント

工場（石灰石鉱山）従業員を不定

期に受け入れている。

受入れ体制あり。親会社や関連会

社と協働して石灰山や鉱業関連商

業施設見学可。また、データ処理

（リモセン・GISなど）も可。

神岡では短期の受入れの実績あ

り。体制を整えれば長期受入れの

可能性はある。

研修受け入れ可能な操業現場は

ないが、探鉱～資源評価～鉱害防

止関連技術の研修対応が可能で

ある。（秋田・小坂の国際資源大に

毎年講師２～３名を派遣中）

・石灰石鉱山及び釜石鉱山にて受

け入り実績あり・原則として一般見

学者に準ずるが（半日程度）、数日

程度の実績あり・海外探鉱現場で

政府職員等カウンターパートに探

鉱手法等の指導（カンボジア・ラオ

ス）

親会社に準ずる

親会社に準ずる

ソフトについて期待。環太平洋諸国

のカントリーリスクの動向に興味を

持っている。

鉱業関連業務枠の拡大　・鉱業専

門組織との連携による技術の高度

化　・地域戦略の明確化

案件国の情報収集やペルーのイン

フラ向上に関する援助を期待。
―

鉱業に関連する政府要人及び関

連省庁との人脈形成、情報収集

鉱山・プロジェクト 国 鉱種
エスコンディーダ チリ 銅
ロス・ペランブレス チリ 銅・モリブデン
サフラナル ペルー 銅・金
カッパーマウンテン カナダ 銅・金
ハックルベリー カナダ 銅・モリブデン
ワークワース オーストラリア 石炭
ニューホープ オーストラリア 石炭
ナモシ フィジー 銅・金
バツ・ヒジャウ インドネシア 銅・金
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（２） JOGMEC の動向 

 3.7 で解析する JICA データの中に、政府間協定の資源開発協力基礎調査（いわゆる GG

調査）が含まれている。GG 調査は、1970 年代～2000 年頃までは継続されたが、2000 年代

以降は、ウランやレアメタル以外のベースメタルについては、海外のジュニア企業との JV

調査に移行した。2003 年度からこれまでに 84 件のプロジェクトのうち、東南アジア、オ

セアニア、 北米、南米で本件を含め 11 件のプロジェクトを日本企業に譲渡した。最近の

事例を以下に示す。 

JOGMEC は、南アフリカの Bushveld ブッシュフェルト地域北部で、2009 年度からカナ

ダの Platinum Group Metals Ltd (PGM：Vancouver) と共同で推進している白金族金属プロジ

ェクトで資源量評価を行い、プラチナ、パラジウム、金の合計で 205 t の金属量を算出した

（正路、2013）。 

 JOGMEC による海外地質構造調査制度を活用して、国内企業が試錐調査を実施すること

により、有望な鉱徴を捕捉した例も認められる（正路、2013）。 

 JOGMEC はまた、国内企業の探査・開発資金の融資も実施してきている。正路（2013）

を参考に、2012 年度の探査・開発資金の融資を表 2.2.3 に示す。 

表 2.2.4 JOGMEC の 2012 年度探査・開発資金の融資 

 
また、東日本大震災以降 JOGMEC の業務に、①災害時の石油・石油ガス供給計画への支

援、②エネルギー資源の安定確保をより確実にするための石炭・地熱の資源開発支援機能

が追加されるとともに、従来からの業務である③石油天然ガス・金属鉱物資源の開発に関

係する機能も強化された。 

 

【参考文献】 

正路徹也（2013）：2012-2013 年の資源探査、資源地質、63、153-187. 
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表 2.3.1 中国による 2009 年対外援助の項目別プロジェクト数 

プロジェク
ト数

プロジェク
ト数

農業 215 工業 635
農業・酪農・漁業 168 軽工業 320
水資源 47 紡績 74

インフラ施設 670 電子機器 15
会議棟 85 機械工業 66
スタジアム 85 化学工業 48
劇場 12 木材加工 10
民間施設 143 建材加工 42
自治体施設 37 冶金工業 22
水井戸 72 石炭 7
科学衛生 236 石油 19

経済インフラ 390 地質鉱産物探査 12
交通運輸 201 その他 115
電力 97
電波通信 92 合計 2025

産業 産業

 
中国政府（2011）を一部改編 

 

 対外援助には技術協力があり、技術協力には探査、計画、研究、コンサル等も含まれる。

このほか、人的資源開発、物資援助、医療、緊急人道援助、ボランティア支援、債務免除

が対外援助に存在する（表 2.3.2）。 

 

表 2.3.2 中国による 2009 年対外援助の地域別プロジェクト数 

地域 国数 プロジェクト数 金額（人民元）

アフリカ 35 312 189.6
アジア 10 41 59.9
ラテンアメリカ／カリブ諸島 2 14 4.0
オセアニア 3 13 2.3

合計 50 380 255.8  

中国政府（2011）を一部改編 

 

 対外援助をアフリカ、アジア、南米、オセアニア、東欧で地域別に見るとアフリカ：45.7％、

アジア：32.8％、南米：12.7％、オセアニア：4.0％、東欧：0.3％、その他：4.5％である（図 

2.3.2）。 
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表 2.3.3 中国海外投資プロジェクト（2006） 
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 また、2009 年の海外投資プロジェクトは表 2.3.4 のとおりである。 
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表 2.3.4 中国海外投資プロジェクト（2009） 

企業 国名 内容
中国有色鉱業建設
集団公司

ザンビア
2009年6月、ザンビア政府と合意し、銅鉱企業を買収。１２月製
錬所稼働(当初銅生産量２万トン/年)

中国五鉱集団公司 豪州
2009年6月、13.86億ドルでOZ Minerals Limited社一部分資産お
よび探査権・開発権を取得

衮州炭業集団公司 豪州
2009年８月、Felix社の100%株式取得。Felix社は、2008年12月31
日まで、所属鉱山の石炭総資源量はおよそ20.06億トン

華東有色地質探査
局

ナミビア
2009年9月、１６１０万ボンドを出資し、Weatherly Internatioal Pic
社と銅鉱探査事業提携（究明された銅資源量は３６万トン以上）

ザンビア
2009年10月、約200万ドル出資し、ザンビア最大ニッケル生産会
社の51%株式取得

カナダ 2008年1月、2.14億カナダドルでテイラー社を買収

豪州
2008年３月、1570万ドルでFox社（ニッケル生産者）の11%株式取
得

中国宝鋼集団公司 豪州
2009年10月、アクィナス社の１５％株式取得（第二位株主）。主
に５つ石炭鉱山・３つ赤鉄鉱鉱山および一つマンガン鉱山の権
益を取得

広東原子力集団公
司

豪州
豪州エネルギー金属会社の約70%株式取得。エネルギー金属会
社は、豪州北部と西部地域で９つウラン探鉱プロジェクトを保
有。

湖南有色集団公司 カナダ
2009年11月、カナダのBBAM社を買収。BBAM社は、カナダ東部
のニューファンドランド地域で輝安鉱探鉱プロジェクトを保有。す
でに開発された資源量は１６４万トン、品位４．７６％。

吉恩ニッケル業公
司

カナダ 2009年11月、カナダのGBK社を買収。

四川漢龍集団公司 豪州
２００９年１１月、豪州モリブデン鉱業会社の５１％株式取得。モ
リブデン鉱業会社が世界大型モリブデンプロジェクトを保有で、
今後５億ドルを投資する。

紫金鉱業公司 豪州

2009年11月、Indophil ResourcesNL社を買収。Indophil
ResourcesNL社は、フィリピン南部ミンダナオ島でTampakan銅金
探鉱プロジェクトを保有。

雲鍚集団公司 豪州
２００９年１２月、Metal X金属会社所属タスマニア島の錫鉱資産
を全部買収。

済南域瀟集団公司
モザンビーク

２００９年１２月、２０個以上の石灰石・ウーリジャイトおよび金銅
鉱山の権益を取得

豪州
２０１３年７月、Kalgoorlie Mining Company Limited (KMC)会社を買
収。ＫＭＣは豪州西部のカルグーリー地域のBullant金鉱プロジェクト
を保有（黄金資源量４３１２００オンス、品位３．７６ｇ/t）。

カナダ
２０１３年３月、紫金鉱業公司とカナダのSprottInc社およびアメリカ現
代資源投資会社はoffshore鉱業基金成立への共同投資契約締結。
主に、黄金、銅、貴金属などの権益、債務への投資

南アフリカ
２０１３年５月、南アフリカのNKWE社の２４．１６％株式取得。プラチナ
探査に関する優先権等を取得

金川集団公司

出典：http://www.mlr.gov.cn/xwdt/jrxw/200912/t20091230_131340.htm 

出典：http://www.21cbh.com/2013/7-25/xMMzA0XzczMDExMQ.html

紫金鉱業公司
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（２） 中国ドナーによる鉱業関係の研修情報 

 中国による鉱業関係の研修情報に関してインターネットで入手可能なプロジェクトの概

要を以下に示す。 

 

１） アフリカ 3 カ国の鉱産資源管理研修（商務部⇒地質調査局への委託） 

対象国：ジンバブエ、ナミビア、エリトリア（3 カ国 18 名、役人とエンジニア） 

研修場所：中国地質調査局 

期間：2006 年 11 月 6 日～記述なし 

教員：記述なし 

内容：-（研修中福建省紫金山（Au-Cu）鉱山、火山地帯の見学を含む） 

その他：- 

２） 中央アジア鉱産資源評価及び管理官研修（中国商務部⇒地質調査局への委託） 

対象国：カザフ、ウズベキスタン、タジキスタン、キルギスタン、トルクメニスタン（5 カ

国 22 名） 

研修場所：中国地質調査局研究センター 

期間：2009 年 9 月 2 日～9 月 22 日（20 日間） 

教員：13 名 

内容：地質調査手法、デジタル地質図作成、物理探査、地化探マッピング、データベース

作成、資源ポテンシャル評価、鉱山開発・選鉱、鉱山環境保全、鉱業政策及び鉱業法規 

その他：研修中に中国-タジキスタンの地質局間の協力協定が締結された。 

３） 第 23 回地質鉱産資源管理研修（商務部⇒吉林大学への委託） 

対象国：フィジー、メキシコ、スーダン、トンガ、カンボジア、アフガニスタン、キルギ

スタン、ミャンマー、ガーナ、ウガンダ（18 カ国、34 名） 

研修場所：吉林大学 

期間：2011 年 5 月 9 日～5 月 29 日（20 日間） 

教員：記述なし 

内容：鉱物資源概論、鉱山学、鉱山環境 

その他：- 

４） 第 24 回アフリカ（フランス語圏）地質鉱産資源管理研修（商務部⇒吉林大学への

委託） 

対象国：アルジェリア、カメルーン、コンゴ、DRC コンゴ、シェラレネオ、ギニア、セネ

ガル、リベリア、ギニアビサウ、エリトリア、チャド、マリ、ジブチ（18 カ国 39 名） 

研修場所：吉林大学 

期間：2011 年 5 月 30 日～記述なし  

教員：記述なし 

内容：記述なし 
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その他：- 

５） ラテンアメリカ、カリブ、オセアニア地質鉱産資源開発管理研修（商務部⇒江西

外国貿易業学院への委託） 

対象国：（9 カ国 20 名） 

研修場所：中国地質調査局研究センター 

期間：2012 年 7 月 18 日～8 月 7 日（21 日間） 

教員：記述なし 

内容：記述なし 

６） コンゴ地質鉱産資源探査開発研修及びフィールド調査（商務部⇒中国地質調査局

への委託） 

対象国：コンゴ（1 カ国 20 名） 

研修場所：中国地質調査局研究センター 

期間：2014 年 6 月 19 日（半日間⇒研修中の見学の記事） 

教員：記述なし 

内容：鉱床概論及び中国の主要鉱床タイプと成因 

 

（３） 世界銀行による鉱業セクターに係るプロジェクト 

 世界銀行グループによる採取産業向け融資額の 2003～2013 年度変化を図 2.3.3 に示す。

図中の省略文字は、MIGA：Multilateral Investment Guarantee Agency、IFC：International Finance 

Corporation、IBRD/IDA：International Bank for Reconstruction and Development/ International 

Development Association である。世界銀行グループのうち、MIGA と IFC は採取産業の民間

部門に対する融資及び保証、IBRD/IDA は政府部門の政策提言と能力向上を対象に支援を実

施している。 

 2013 年度で急激に増大した MIGA を除いて世界銀行グループの融資額総額（IFC 及び

IBRD/IDA の合計）の変化を見ると、1 年程度の誤差はあるが世界的な景気動向とほぼ調和

的な変化を示すと考えられる。2000 年代前半には新興国に牽引された景気拡大とともに IFC

と IBRD/IDA の融資額が徐々に増加し、2008 年のリーマンショックを契機とした景気減速

時には IBRD/IDA の融資額が大幅に縮小する一方、IFC の融資額は大幅に増大している。そ

の後総額には大きな変化が認められないが、リーマンショック以降の景気の持ち直しとと

もに IFC の融資額が減少、IBRD/IDA が増大する傾向が見られた。しかし、2010 年の欧州

債務危機を背景とした景気後退時には再び IFC の融資額が増大したが、IBRD/IDA の融資額

は反対に縮小となっている。なお、2013 年度の MIGA の大幅な増額は、コートジボワール

の石油・天然ガスプロジェクトに対する 502（US$M）の融資が大きく寄与している。 

世界銀行グループによる 20013 年度の融資総額は 1,329（US$M）であり、融資額の内訳

は MIGA が 652（US$M）、IFC が 389（US$M）、IBRD/IDA が 288（US$M）となっている。

MIGA の融資は全て石油・ガスを対象としているが、IBRD/IDA では鉱業：44（US$M）、石
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油・ガス：244（US$M）、IFC では鉱業：55（US$M）、石油・ガス：334（US$M）と石油・

ガス部門が鉱業部門の約 6 倍となっている（表 2.3.5）。 

 

 

単位：US$M、世界銀行（2013） 

図 2.3.3 世界銀行グループによる 2003～2013 年度の採取産業向け融資額の変化 

 

表 2.3.5 2013 年度の世界銀行グループによる融資内訳 

 

世界銀行（2013） 

 

 世界銀行グループによる鉱業関係の支援のうち、IDA による発展途上国の鉱業セクター

リフォームは、持続的な開発を目標に各時代背景に基づいた様々なアプローチ（表 2.3.6）

によって採取産業のバリューチェーンとして 5 段階にまとめられる（図 2.3.4）。 
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世界銀行（2010） 

図 2.3.4 世界銀行による持続的開発に向けた採取産業のバリューチェーン 

 

 世界銀行（2010）によれば、1980 年代中頃まで発展途上国のほとんどの鉱山は国有企業

が所有しており、世界企業による融資はそれら国有企業へのものであった。しかし、1980

年代後半に国営企業が所有する多数の既存鉱山で民営化が行われた。この頃は金属価格の

低迷が暫くの間続いていたが、一方で鉱業セクターへの民間投資促進ために鉱業関連の法

整備が必要となった（#1 法体系の整備）。鉱業法が整備されるとそれに伴う関連規制の整

備が必要となったが、ほとんどの発展途上国では鉱業に関連する規制法とその監視体制が

整っておらず、1990 年代にはそれらの整備が必要になった（#2 規制及び監視）。一方、2000

年代初め、鉱山開発に伴う地域コミュニティーへの権利確保や便益の供与に対する世界的

な世論の高まりを受け、鉱山開発に係る地域コミュニティーの開発は鉱山閉山後にも持続

することから世界銀行の重要なプロジェクトとなっている（#5 持続的開発政策及びプロジ

ェクトの実施）。さらに、鉱業セクター及び関連分野からの収入が増えた場合、コミュニテ

ィーからの利益分配の要求が増大すると考えられるが、多くの場合、地方政府にその能力

がなく、世界銀行の支援が必要となる（#4 収入の分配及び管理）。また、鉱山操業中には採

掘に伴う税金及びロイヤリティの確保が必要であり、収入の少ない発展途上国では鉱業セ

クターからの税収が大きな割合を占め、EITI の取り組みにおいても重要な課題となってい

る（#3 税金及びロイヤリティの確保）。 
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表 2.3.6 世界銀行による鉱業セクター援助のバリューチェーンと実施時期 

 
世界銀行（2010） 

 

 1988～2011 年に実施された鉱業セクターに係る世界銀行のプロジェクトのうち、1（百万

$）以上のプロジェクトの概要を表 2.3.7 に示す。 
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 地域別予算の累積変化を図 2.3.7 に示す。この図では、プロジェクト数の地域別割合で

6%であった旧ソ連において 1990 年代後半から 2000 年にかけて予算が大幅に増加している

ことが分かる。また、プロジェクト数の地域別割合で 13%のヨーロッパ（東欧）は 1990 年

代中頃まで認められなかったが、1990 年代後半に現れ、2000 年代前半には徐々に予算を増

したこと示している。また、アフリカ地域は 1988 年から徐々に予算を増やし、2000 年代前

半にはその割合を増やしたが、2000 年代中～後半にかけてはほぼ横ばい状態となっている。

一方、アジア地域は 1990 年代後半に予算を大きく伸ばしたが、その後はほぼ横ばい状態で

ある。ラテンアメリカやオセアニアは 1988～2011 年で大きな変化は見られない。 
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図 2.3.7 世界銀行による主な鉱業関係プロジェクトの地域別予算の累積変化

（1988～2011 年） 

 

 世界銀行による鉱業関係プロジェクトの内容は、時代背景を基に変遷し、前述のように

バリューチェーンとして表 2.3.6 にまとめられている。表 2.3.7 には、世界銀行による 1（百

万$）以上のプロジェクト一覧を示しているが、それらプロジェクト Reform or related capacity 

building、Mineclosure or environmental management、Mineral development、related EITI、Others

に大まかに分類し、5 年毎の項目別変化をまとめた（図 2.3.8）。表 2.3.6 で分類されている

様に Reform or related capacity building の細かな内容は不明であるが、1995 年から 2010 年に

かけて Reform or related capacity building、Mineclosure or environmental management のプロジ

ェクト数が大幅に増加していることが分かる。2010～2015 年の区間はデータが 2011 年まで

となっており、その後のデータが正確に反映されていないため、プロジェクト数が落ち込

んでいる様に見えていると考えられる。1995 年以降のプロジェクト数の大幅な増加は表 
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2.3.6 で示した様に世界銀行による 1995 年以降に実施された鉱業セクターの能力向上、環境

への取り組み、鉱業収入の税収対策等の取り組みを反映したものと考えられる。一方で、

Mine closure or environmental management は鉱業の持続的開発に向けた取り組みの一環とし

て支援プロジェクト数が増加したためと推定される。 
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図 2.3.8 世界銀行による鉱業関係の 5 年毎項目別のプロジェクト数変化 
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（４） 韓国の動向 

韓国では、2008 年～2012 年までの海外鉱物資源等の開発を拡大するイミョンパク大統領

の積極的な政策に対して、2013 年以降のパク・クネ新政権の内政重視・環境保全を重視し、

海外資源の開発は低調となる政策に大きく転換した。 

韓国の国営企業である韓国鉱物資源公社（KORES）の予算も大きく減額となった。2013

年 4 月に、銅亜鉛プロジェクトとしてオーストラリアの Volia やペルーの Celandine、ニッケ

ルプロジェクトとしてオーストラリアの White Cliff からの撤退を発表した。POSCO Ltd や

LS Nikko 等、ほかの民間企業の活動にもマイナス側に影響を及ぼしている。 

 

【参考文献】 

中 央 政 府 HP ：「 中 国 的 対 外 援 助 （ 2011 年 4 月 ）」（ 国 務 院 新 聞 事 務 所 、

http://www.gov.cn/zwgk/2011-04/21/content_1850553.htm） 

 

世界銀行（2010）：The World Bank’s Evolutionary Approach to Mining Sector Reform, Extractive 

Industries for Development Series #19, World bank 

 

世界銀行（2013）：The world Bank Group in Extractive Industries, 2013 Annual Report 

 

2.3.2 EITI の動向 

 外務省ホームページにある EITI（採取産業透明性イニシアティブ）概要は以下のとおり

である。 

 採取産業透明性イニシアティブ（Extractive Industries Transparency Initiative：EITI）とは、

石油・ガス・鉱物資源等の開発にかかわるいわゆる採取産業から資源産出国政府への資金

の流れの透明性を高めることを通じて、腐敗や紛争を予防し、もって成長と貧困削減に繋

がる責任ある資源開発を促進するという多国間協力の枠組み。途上国政府、採取企業、市

民社会の平等で開放的な参加形態が特徴。現在では 39 の資源産出国、我が国を含む多数の

支援国、そして数多くの採取企業や NGO が参加。 

 目標として、（1）資源開発は持続可能な経済成長の基盤を提供するという考えを広める

こと、（2）採取産業のすべての関係者をまとめ、グッドガバナンスと透明性の向上を実現

するために最適の方法を模索すること、（3）採取産業における資金の流れの透明性を確保

する枠組みを確立することを掲げ、資源産出国が、その保有する資源ゆえに貧困を一層深

刻化させるという、いわゆる「資源の呪い」に対する有効な取組となることが期待されて

いる。 

EITI参加国の拡大は、世界全体の資源安全保障の強化につながり、資源の殆どを輸入に依

存している我が国にとって安定的な資源共有の維持・強化につながる。また、資源国にお

ける企業の公平な競争を確保するためのルール作りは、グローバル・ガバナンスを強化し、
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日本を含む各国の企業活動にも裨益しうる。 

 

（１） 実施国 

2013年9月現在、16カ国がEITI基準にある加盟に関する要件を満たした「候補国（Candidate 

Country）」となっている。候補国となってから2年半以内にEITI認証要件をすべて満たした

国が「遵守国（Compliant Country）」と認定され、現在、23カ国が「遵守国」となっている。 

【候補国】 

アフガニスタン、カメルーン、コンゴ（民）（停止中）、ギニア、マダガスカル（停止中）、

シエラレオネ（停止中）、カザフスタン、チャド、インドネシア、グアテマラ、トリニダ

ード・トバゴ、ソロモン諸島、サントメ・プリンシペ、タジキスタン、フィリピン、ホン

デュラス 

【遵守国】 

アゼルバイジャン、リベリア、東ティモール、ガーナ、モンゴル、中央アフリカ（停止中）、

キルギス、ニジェール、ナイジェリア、ノルウェー、マリ、イエメン、ペルー、モーリタ

ニア、ザンビア、モザンビーク、タンザニア、イラク、コンゴ（共）、ブルキナファソ、

アルバニア、コートジボワール、トーゴ 

（２） 支援国・機関（18） 

豪州、ベルギー、カナダ、ドイツ、デンマーク、フィンランド、フランス、イタリア、日

本、オランダ、ノルウェー、カタール、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、米国、

EUである。 

（３） 我が国の支援 

我が国は2009年2月の第4回EITI総会で支援国となるべく意思表明を行って以来、2010年に

は東京でEITIに焦点を当てた国際セミナー「責任ある資源開発に向けた新たな潮流

（“Emerging Trend toward Responsible Natural Resource Development”）」を開催し、2011年か

らはEITIマルチドナー信託基金（MDTF）に対して拠出（平成23年度及び24年度に各15万ド

ル拠出済）するなど、積極的にその活動を支持している。 

（４） 主な支援企業、産業組織、国際機関 

① 企業（約80社（太字は日本企業）） 

石油採取企業：BP、シェブロン、ENI、エクソンモービル、シェル、トタール、国際石油開

発帝石等 

鉱物資源採取企業：アルコア、アングロ・アメリカン、バリック・ゴールド、BHPビリトン、

デビアス、フリーポート・マクモラン、三菱マテリアル、ニューモント、JX

日鉱日石金属、リオ・ティント、住友金属鉱山、ヴァーレ、エクストラータ

等 

（なお、支援企業になるためのステップについては、EITIホームページを参照

（http://eiti.org/supporters/companies/howto ）） 
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② 産業組織 

米国石油機関（API）、国際金属・鉱業評議会（ICMM）、石油ガス生産国機構（OGP）

等 

③ 国際機関 

アフリカ開発銀行、アジア開発銀行、欧州復興開発銀行、IMF、OECD、世銀グループ 

 

2.3.3 紛争鉱物対策の動向 

 紛争鉱物とは、紛争地域において産出され、鉱物を購入することで現地の武装勢力の資

金調達につながり、結果として当該地域の紛争に加担することが危惧される鉱物の総称で

ある。特に、コンゴおよびコンゴに接する国々で採掘される、スズ・タンタル・タングス

テン・金の 4 種の鉱物を指す。 

紛争鉱物は、その採掘過程において武装勢力グループが関与しており、取引高の一部が

武装勢力に流れる。結果として武装勢力が力を蓄え、掠奪や暴力を助長する要因となって

いるとされる。 

紛争鉱物は、米国で 2010 年 7 月に成立した「金融規制改革法」の第 1502 条において指

定された。金融規制改革法の成立により、米国の上場企業には、該当地域から調達した鉱

物の使用状況を米証券取引委員会（SEC）に報告する義務が課せられた。 

紛争鉱物として指定されているスズ（tin）・タンタル（tantalum）・タングステン（tungsten）・

金（gold）は、総称して「3TG」とも呼ばれる。それぞれコンピュータの部品の製造などに

必要な鉱物資源であり、先進国での需要が高い。 

紛争鉱物の産出国として指定されている国は、コンゴ、および、アンゴラ、ザンビア、

タンザニア、ウガンダ、南スーダン、ルワンダ、中央アフリカ共和国、コンゴ共和国、ブ

ルンジの計 10 ヵ国である。 

金融規制改革法は米国の法律であるが、米国の証券取引所に上場している日本企業も対

象となる。2013 年 4 月現在、日本国内では法律上の規制や義務などは特に課されていない

が、電子情報技術産業協会などが中心となって責任ある鉱物調達の取り組みを推進してい

る。 
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2.4 海外の主要鉱山系大学・大学院の概要 

 鉱山関連の学科に密接な関係を有する海外の主要な大学・大学院の選定について、①例

えば Colorado School of Mine や英国、オーストラリア等から鉱山系で有名な大学を選定する

方法、②公開論文を評価するサイティングシステムにより検索する方法があげられる。し

かし、②については、以下の理由により選定が困難であった。 

・分野ごとの研究機関のランキングでは、鉱山系というところまで絞りきれず、一般的有

名大学だけになってしまった。 

・論文サイテーションの検索では、CO2地層処理などが上位になってしまい、単純なキー

ワード検索で、鉱山系を抽出するのは困難であった。 

 したがって、①の方法で以下のサイトの約 300 件から 6 つの大学を選定した（表 2.4.1）。 

http://www.everythingmining.com/list_of_mining_schools.htm 

表 2.4.1 海外鉱山系大学情報一覧表 

URL

URL

France　－　Ecole Mine de Saint-Etienne

France　－　Ecole des Mines de Paris

URL
http://www.mines-paristech.eu/

http://www.smi.uq.edu.au/

http://www.uq.edu.au/international-students/the-uq-advantage-japanese

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%A4%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%82%BA%E3%83
%A9%E3%83%B3%E3%83%89%E5%A4%A7%E5%AD%A6#.E5.AD.A6.E9.83.A8

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%A4%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%82%BA%E3%83
%A9%E3%83%B3%E3%83%89%E5%A4%A7%E5%AD%A6#.E5.AD.A6.E9.83.A8

URL

https://www.mines.edu/

Canada　－　University of British Columbia

URL

http://www.landfood.ubc.ca/

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%83%E3%82%
B7%E3%83%A5%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%B3%E3%83%93%E3%82%A2%E5%A4%A7%E5%
AD%A6

United States of America　－　Colorado School of Mines

http://www.mines-stetienne.fr/

Great Britain　－　Inperial College

URL

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%9A%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83
%AB%E3%83%BB%E3%82%AB%E3%83%AC%E3%83%83%E3%82%B8%E3%83%BB%E3%83%AD%E
3%83%B3%E3%83%89%E3%83%B3

http://www.mines-paristech.fr/

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%83%AA%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E9%AB%98%E7%A
D%89%E9%89%B1%E6%A5%AD%E5%AD%A6%E6%A0%A1

Australia　－　University of Queensland (Faculty of Land & Food Systems)

 

各大学のカリキュラムに関する情報を得るには、表 2.4.1 に示すサイトからさらに、鉱山、

資源等のキーワード検索によって、以下のサイトにアクセスする必要があった。 
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① University of Queensland 

http://www.uq.edu.au/study/search.html?keywords=mineral&searchType=course&archived=true 

② Ecole des Mines de Paris 

http://catalog.mines-paristech.fr/index.php?table=catalogue&domaine=10062 

③ Ecole Mine de Saint Etienne 

http://www.mines-stetienne.fr/content/393-courses-and-calendar 

④ Inperial College London 

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses 

⑤ University of British Columbia 

http://mining.ubc.ca/ 

⑥ Colorado School of Mines 

https://www.mines.edu/AcademicsLandingPage 

http://mining.mines.edu/Mining-Undergraduate-Courses 

 

 各大学の特徴は表 2.4.2～表 2.4.7 に示すとおりである。ここで、コースとは大学によっ

てカテゴリーが違っており、講義や講座を示すものと解釈される。 

 University of Queensland には資源探査、採鉱、選鉱、製錬から鉱山開発までの一連のコー

スおよび鉱山環境リスク管理に関するコースが整っている。 

 Ecole des Mines de Paris には、理学系の地質学や鉱床学、工学系の応用地質、物理探査、

採掘、設計、ガス輸送、そして気候変動や自然災害等の環境に関するコースがある。 

 Ecole Mine de Saint Etienne には、医療分野や化学工学、材料科学工学等の中に、地球およ

び宇宙科学としての大きな体系的なコースが含まれている。 

 Inperial College London には、地質学、地球物理学、環境地球科学等の理学的なコースか

ら石油工学や鉱物抽出・処理等の工学的なコースや投資のコース等が含まれている。 

 University of British Columbia の学部のコース内容は不明であるが、大学院のコースには鉱

山開発に関する実習を伴うコース、鉱山環境に関するコース、鉱山経済学等の実務的なコ

ースや、資源政策に関するコースがある。 

 Colorado School of Mines では、学部において基礎的な理学から専門的な鉱山工学に関する

段階的なコースと、大学院における鉱山開発に関する技術的なコースおよび鉱業法や契約

に関する法体系に関するコースが含まれている。 

 一方、後述する我が国の大学では、資源地質学、探査、採鉱、選鉱、製錬、環境等の専

門的な分野は充実しているが、秋田大学を除く主要な大学のカリキュラムには、法律、経

済、鉱業法、契約等の分野のカリキュラムはほとんど含まれていない。鉱山開発、鉱山環

境、資源経済学および資源政策等が充実している University of Queensland、University of 

British Columbia および Colorado School of Mines のカリキュラムが、今後の我が国の大学の

カリキュラムや JICA 研修生のカリキュラムに参考になると考えられる。 
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表 2.4.2 University of Queensland のカリキラム 

MINE 7063
MINE 2201

MINE 3106
MINE 3219

URL
http://www.uq.edu.au/study/search.html?keywords=mineral&sear
chType=course&archived=true

Course code

University of Queensland

search word mineral

MINE 4205
MINE 4206

Project Thesis in Minerals Process Engineering
Research Thesis in Minerals Process Engineering

MINE 7061
MINE 3209 Mineral Processing I

MINE 3208
MINE 7057

MINE 6203
MINE 6204

Mineral Science Honours Thesis
Mineral Science Research Proposal & Literature Review

MINE 6201
MINE 6202

Mineral Science Honours Thesis
Mineral Science Honours Thesis

MINE 4209
MINE 4216

Advanced Mineral Processing
Research Thesis in Minerals Process Engineering

MINE 7050
MINE 7052

Water Management in the Minerals Industry
Community Aspects in Mineral Resource Development

MINE 7035
MINE 7043

Special Project in Minerals Industry Risk Management
Special Project II in Minerals Industry Risk Management

MINE 7033
MINE 7034

Minerals Industry Risk Management
Minerals Industry Risk Analysis

MINE 7054
LAWS 7712

Cleaner Production in the Minerals Industry
International Minerals & Energy Law

MINE 4207
MINE 7053

Special Topics in Minerals Processing I
Sustainable Development in the Minerals Industry Context

MINE 3211
MINE 4200

Special Topics in Minerals Processing II
Impact and Risk for Minerals Processing

MINE 2106
MINE 3120

Resource Geology & Mine Surveying
Resource Estimation

FUHA 7500
MINE 2105

Human Factors in the Minerals Industry
Introduction to Mining

ERTH 3502
ERTH 2005

Ore Deposit Geology & Mineralogy
Mineralogy

MINE 7051
MINE 7056
MINE 7065

Mining Environmental Management Processes
Community Research Methods for the Resources Sector
Sustainable Development Project

MINE 3214
MINE 4203

Process Experimentation & Analysis
Flotation

MINE 7202
MINE 2101
MINE 2123

Advanced Metallurgy Project
Fluid Mechanics
Structural Mechanics for Mining

MINE 4216
MINE 6201

MINE 4209 高度な選鉱

MINE 7057
MINE 7061

Course title
Minerals Industry Visit
Process Mineralogy and Comminution
Sustainable Development in the Minerals Industry - Advanc. Tools & Integration
Physical & Chemical Processing of Minerals
Mineral and Coal Beneficiation
Introduction to Mining and Mineral Processing
Sustainable Development in the Minerals Industry - Tools and Integration

ERTH 2005
FUHA 7500

ERTH 3502

MINE 4200
MINE 4207

MINE 3211

MINE 7034
MINE 7035

MINE 7033

MINE 3209
MINE 4205
MINE 4206 研究論文のミネラル プロセス工学

MINE 7063
MINE 2201
MINE 3208

University of Queensland

検索ワード mineral

URL
http://www.uq.edu.au/study/search.html?keywords=mineral&sear
chType=course&archived=true

コースコード

MINE 3219

MINE 7053
MINE 7054
LAWS 7712

MINE 7043
MINE 7050
MINE 7052

MINE 6202
MINE 6203
MINE 6204

MINE 7056
MINE 7065
MINE 7202

MINE 2105
MINE 2106
MINE 3120

MINE 2123
MINE 2101

MINE 4203
MINE 7051

MINE 3214

MINE 3106

鉱業および鉱物加工入門

ツールとの統合、鉱物産業の持続可能な開発
鉱物処理Ⅰ

鉱物中の論文のプロジェクト プロセス工学

研究論文のミネラル プロセス工学

鉱物学の名誉の説

鉱物学の名誉の説

鉱物学の名誉の説
鉱物科学研究提案＆文献レビュー

鉱物産業リスク管理

コースタイトル

プロセス鉱物学と粉砕

出航、鉱物産業の持続可能な開発。ツール ＆ インテグレーション

鉱物の物理・化学処理

鉱物および石炭選鉱

影響と鉱物の処理のための危険

鉱物処理特論

鉱物産業における持続可能な開発

鉱物産業におけるクリーナー・プロダクション

国際鉱物＆エネルギー法

鉱石沈殿物地質学鉱物学

鉱物産業リスク分析

鉱物産業リスク管理における特別プロジェクト

特別プロジェクトⅡ　鉱物産業リスク管理

鉱物産業における水管理

鉱物資源の開発にコミュニティの様相

鉱物処理特論Ⅱ

浮選

鉱業の環境管理プロセス

資源部門のコミュニティ研究の手法

持続可能な開発プロジェクト

高度冶金プロジェクト

流体力学

鉱物学

鉱物産業におけるヒューマンファクター
採鉱の概要

資源地質・鉱山測量

リソースの推定

プロセスの実験と解析

マイニング構造力学  

MINE 3108
MINE 3109
MINE 3121

Special Topics in Mining I
Special Topics in Mining II
Mining Geomechanics

MINE 3125
MINE 3126

MINE 3127

Rock Breakage
Underground Mining Systems

Socio-Environmental Aspects of Mining

MINE 3122
MINE 3123
MINE 3124

Mining Systems
Mine Planning
Mine Ventilation

MINE 4000

MINE 4107

MINE 4120

Mine Waste Management & Landform Design

Advanced Mine Ventilation

Mine Geotechnical Engineering

MINE 3128

MINE 3204

MINE 3212

Surface Mining Systems

Process Experimentation & Analysis

Pyrometallurgy

MINE 4124

MINE 4125

MINE 4128

Hard Rock Mine Design & Feasibility

Coal Mine Design and Feasibility

Coal Mine Strata Control

MINE 4121

MINE 4122
MINE 4123

Mine Management

Mining Research Project I
Mining Research Project II

MINE 7000

MINE 7003
MINE 7004

Mine Waste Management & Landform Design

Special Topics III
Special Topics IV

MINE 4201
MINE 4202

MINE 4204

Metallurgical Plant Design
Pyrometallurgy

Aqueous Solution Processing & Electrometallurgy

MINE 7009
MINE 7010

MINE 7022

Thesis
Thesis

Mining Environmental Risk Management

MINE 7006

MINE 7007

MINE 7008

Project or Thesis II

Project or Thesis III

Project or Thesis IV

MINE 7041

Thesis

Sustainable Management of Risk in Industry - An Integrated Systems Approach

Mine Occupational Health & Safety Management

MINE 7023

MINE 7024

MINE 7027

Community Development for the Mining Industry

Community Engagement for the Mining Industry

Project or Thesis III

Metallurgical Engineering ME Design ProjectMINE 7204

MINE 7042

MINE 7055
MINE 7059

Incident Investigation & Analysis

Regional and Local Economic Development in the Resources Sector
Applied Research Methods & Professional Skill Development

MINE 7029

MINE 7032

MINE 4204

MINE 4124

MINE 4125

MINE 4123

MINE 4000

MINE 4107

MINE 3212 乾式冶金

MINE 3124
MINE 3125

MINE 7059

MINE 7029

MINE 7032

MINE 7027

MINE 7009
MINE 7010

MINE 7008

MINE 7000

MINE 7003

MINE 3204

MINE 3109
MINE 3121
MINE 3122
MINE 3123

MINE 3108

MINE 7204

MINE 3127

MINE 7041

MINE 7042

MINE 7055

MINE 7022

MINE 7023

MINE 7024

MINE 7004

MINE 7006

MINE 7007

MINE 4128

MINE 4201
MINE 4202

MINE 4120

MINE 4121

MINE 4122

MINE 3126

MINE 3128

鉱山換気

岩石破砕

地下鉱山採掘システム

表面マイニングシステム

プロセス実験と解析

鉱山特論Ⅰ

マイニング特論Ⅱ

鉱山地質

マイニングシステム

鉱山計画

石炭鉱山の設計と実現可能性

石炭鉱山層制御

冶金工場設計

乾式冶金

水溶液処理 ＆ 電気冶金

鉱山の廃棄物管理&地形デザイン

高度鉱山換気

鉱山地盤工学

鉱山管理

採掘研究プロジェクト1

マイニング研究プロジェクト II

冶金工学MEデザインプロジェクト

Course code Course title コースコード コースタイトル

論文

産業における持続可能なリスク管理―統合システムアプローチ

鉱山労働衛生と安全管理

事故調査と分析

資源分野における地域・地方の経済発展

応用研究方法及び専門技術開発

論文

論文

鉱業の環境リスク管理

採鉱産業のためのコミュニティ開発

採鉱産業のためのコミュニティ契約

プロジェクトや論文 Ⅲ

鉱山の廃棄物管理 ＆ 地形デザイン

特別講義 Ⅲ

特別講義 Ⅳ

プロジェクトや論文の Ⅱ

プロジェクトや論文の Ⅲ

プロジェクトや論文の Ⅳ

硬岩鉱山設計と実現可能性
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表 2.4.3 Ecole des Mines de Paris のカリキュラム 

IGE_F4
OSE_APE

CESECO_M4

Ecole des Mines de Paris

search word Sciences de Iterre et genie de I'environnement

URL
http://catalog.mines-
paristech.fr/index.php?table=catalogue&domaine=10062

Course code

IGG_DGN
IGG_TGN

SGS_S4416

Conception, construction et exploitation des réseaux de distribution de gaz naturel
Conception, construction et exploitation des réseaux de transport de gaz naturel
Connaissance des pierres précieuses

SGS_MP4824
SGS_MP3723/5

SGS_S8023 Compléments AST (Géologie, Thermodynamique, Moteur...)

SGS_S4316
CESECO_M3
SGS_S3312

Dynamique des climats
Élaboration d'un projet minier et méthodes d'exploitation
Energie et changement climatique : Eléments de base sur l'énergie au 21e siècle

IGE_H1
SGS_S2333
IGE_DSSP

Cours hydrogéologie
Cristallographie
Droits des sites et sols pollués

SGS_S4914
SGS_S4226
SGS_op_G2

Géophysique d'exploration
Géophysique de la subsurface (stage)
Géosciences (option)

IGE_E3D2
SGS_C4141

SGS_S4633/5

Enjeux environnementaux, éthique et développement durable
Géologie
Géomécanique et géologie de l'ingénieur

Pratique de la Géologie : stage sur le terrain et TD
Rappels de connaissances de base

IGG_IDD
IGG_ECG

SGS_S4825

Introduction au Développement Durable
L'environnement et la chaîne gazière
Minéralogie descriptive et appliquée

SGS_S4923
IGG_IDG
IGG_ITSG

Hydrogéologie
Information sur la distribution du gaz
Information sur le transport et le stockage du gaz

SGS_S8025
IGG_SGN

Ecole des Mines de Paris

検索ワード Sciences de Iterre et genie de I'environnement

URL
http://catalog.mines-
paristech.fr/index.php?table=catalogue&domaine=10062

コースコード

SGS_S8763
SGS_S8663
SGS_op_S1

Semestre "recherche" : restitution
Semestre "recherche" : travail fourni
Sol et sous-sol (option)

SGS_S4526
SGS_4134

SGS_S3226

Réservoirs sédimentaires hétérogènes : du terrain à la modélisation
Risques naturels
Science et vin : entre mondialisation et terroir

CESECO_M2
SGS_S4743

CESECO_M1

Modélisation de gisement et projet minier

IGG_DGN
IGG_TGN

SGS_S4416
設計、建設、天然ガス送電網の運用

貴石の知識

SGS_MP4824
SGS_MP3723/5

SGS_S8023

IGE_F4
OSE_APE

CESECO_M4

SGS_S4316
CESECO_M3
SGS_S3312

気候ダイナミクス

マイニングプロジェクトと作業方法の開発

エネルギーと気候変動：21世紀の基本エネルギー要素

IGE_H1
SGS_S2333
IGE_DSSP

水理地質学

結晶構造解析

汚染土地の権利

SGS_S4914
SGS_S4226
SGS_op_G2

物理探査

地球物理地下（インターンシップ）

地球科学（オプション）

IGE_E3D2
SGS_C4141

SGS_S4633/5

環境、倫理的かつ持続的な発展

地質学

地質工学と応用地質

IGG_IDD
IGG_ECG

SGS_S4825

持続可能な発展の概要

環境とガスチェーン

解説応用鉱物学

SGS_S4923
IGG_IDG
IGG_ITSG

水理地質学

ガス分布に関する情報

ガス輸送及び保管に関する情報

学期「研究」：動作

フロアと地下（オプション）

SGS_S4526
SGS_4134

SGS_S3226

堆積貯水池異質地形モデリング

自然災害

科学とワイン：グローバル化とローカル間における

CESECO_M2
SGS_S4743

CESECO_M1

鉱床モデルとマイニングプロジェクト

実践地質学：フィールドとTDインターンシップ

基本知識の回帰

地質または実用地質コース（特定の専門進路）

ガス地下貯蔵

Stage Géologie ou Pratique de la géologie (spécifique Voie Spécialisée)
Stockage souterrain du gaz

コースタイトル

気候変動適応策と要因 4
政治及び環境面

露天掘りの技術面

アテネ - MP07 - 生態学および環境

アテネ - MP11 - 構造の計算

サプリメント AST (地質学, 熱力学, エンジン...)
設計、建設、ガス流通ネットワークの運用

SGS_S8025
IGG_SGN

Course title
Adaptation climatique et facteur 4
Aspects Politiques et Environnementaux
Aspects techniques des exploitations à ciel ouvert
ATHENS - MP07 - Écologie et environnement
ATHENS - MP11 - Calcul des structures

SGS_S8763
SGS_S8663
SGS_op_S1

学期「研究」：返還

 

 

表 2.4.4 Ecole Mine de Saint Etienne のカリキュラム 

http://www.mines-stetienne.fr/content/442-web-intelligence

博士課程

応用数学

http://www.mines-stetienne.fr/content/391-phd

計算科学

地球及び宇宙科学

環境科学工学

画像モデリング，信号
解析及び可視化

産業工学

材料科学工学

機械工学

マイクロエレクトロニ
クス

プロセス工学

Webインテリジェンス

機械工学 http://www.mines-stetienne.fr/content/563-mechanics-mechanical-engineering

マイクロ及び
ナノエレクトロニクス

http://www.mines-stetienne.fr/content/449-microelectronics-and-
nanoelectronics

都市及び
産業環境のための科学

http://www.mines-stetienne.fr/content/448-sciences-urban-and-industrial-
environment

産業工学及びオペレー
ションズリサーチ

http://www.mines-stetienne.fr/content/447-industrial-engineering-and-
operations-research

材料科学工学 http://www.mines-stetienne.fr/content/444-materials-science-and-engineering

数学的モデル化及び
アプリケーション

http://www.mines-stetienne.fr/content/451-mathematical-modeling-and-
application

http://www.mines-stetienne.fr/content/446-biomedical-engineering-design

化学工学 http://www.mines-stetienne.fr/content/445-chemical-engineering-science

環境意思決定支援
システム

http://www.mines-stetienne.fr/content/443-decision-support-systems-
environment

画像モデリング，
解析，可視化

http://www.mines-stetienne.fr/content/450-image-modeling-analysis-and-
visualization

Microelectronics

Process engineering

Ecole Mine de Saint Etienne

URL http://www.mines-stetienne.fr/content/393-courses-and-calendar

コース URL

修士課程

http://www.mines-stetienne.fr/content/393-courses-and-calendar

医用生体工学＆
デザイン

Microelectronics and
nanoelectronics

http://www.mines-stetienne.fr/content/449-microelectronics-and-
nanoelectronics

Sciences for urban and
industrial environment

http://www.mines-stetienne.fr/content/448-sciences-urban-and-industrial-
environment

Post Master
Degree

Applied mathematics

http://www.mines-stetienne.fr/content/391-phd

Computational science

Earth and universe sciences

Environmental science and
engineering

Image modeling, analysis and
visualization

Industrial engineering

Materials science and
engineering

Mecanical engineering

http://www.mines-stetienne.fr/content/450-image-modeling-analysis-and-
visualization

Web Intelligence http://www.mines-stetienne.fr/content/442-web-intelligence

Materials science and
engineering

http://www.mines-stetienne.fr/content/444-materials-science-and-engineering

Mathematical modelisation
and application

http://www.mines-stetienne.fr/content/451-mathematical-modeling-and-
application

Mechanics-mechanical
engineering

http://www.mines-stetienne.fr/content/563-mechanics-mechanical-engineering

Industrial Engineering and
Operations Research

http://www.mines-stetienne.fr/content/447-industrial-engineering-and-
operations-research

Ecole Mine de Saint Etienne

URL http://www.mines-stetienne.fr/content/393-courses-and-calendar

Courses URL

Master
Degree

http://www.mines-stetienne.fr/content/393-courses-and-calendar

BioMedical Engineering &
Design

http://www.mines-stetienne.fr/content/446-biomedical-engineering-design

Chemical engineering science http://www.mines-stetienne.fr/content/445-chemical-engineering-science

Decision support systems for
environment

http://www.mines-stetienne.fr/content/443-decision-support-systems-
environment

Image modeling, analysis and
visualization
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表 2.4.5 Inperial College London のカリキュラム 

URL

Courses URL

undergradu
ate courses

Geology
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geology

Geophysics
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geophysics

Masters
courses

MSc Petroleum Geoscience
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscpetroleumgeoscience

MSc Petroleum Engineering
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscpetroleumengineering

MSc Petroleum Geophysics
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscgeophysics

MSc in Metals and Energy
Finance

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscmetalsandenergyfinance

PhD
Opportuniti

es

Alternative Energy Systems 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/alternativeenergysystems

Computer Modelling 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/computermodelling

Environmental Science and
Engineering

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/environmentalscience

Geochemistry 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/geochemistry

Geophysics  

Inperial College London

コース URL

学部課程

Petroleum Engineering 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/petroleumengineering

Planetary Science  
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/planetaryscience

Remote Sensing 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/remotesensing

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/geophysics

Mineral Extraction and
Processing

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/mineralextractionandprocessing

Paleontology 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/palaeontology

Paleoclimate 
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/paleoclimate

Geology&Geophysics
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geophysics

Environmental Geoscience
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/environmentalgeoscience

Petroleum Geoscience
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/petroleumgeoscience

Inperial College London

地質学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geology

地球物理学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geophysics

地質・地球物理学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/geophysics

Sedimentology and Surface
Processes

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/sedimentology

Structural Geology and Rock
Mechanics

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/structuralgeology

環境地球科学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/environmentalgeoscience

石油地球科学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/undergraduate
courses/courseinformation/petroleumgeoscience

修士課程

MSc石油化学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscpetroleumgeoscience

Msc石油工学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscpetroleumengineering

MSc石油地球物理学

MSc金属・エネルギーファ

イナンス

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscmetalsandenergyfinance

博士号取得
可能分野

代替エネルギー　　　　シ
ステム

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/alternativeenergysystems

コンピュータによるモデル
化

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/computermodelling

環境科学工学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/environmentalscience

構造地質学・岩盤力学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/structuralgeology

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses URL http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses

惑星科学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/planetaryscience

リモートセンシング
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/remotesensing

堆積学と表面プロセス
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/sedimentology

古生物学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/palaeontology

古気象学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/paleoclimate

石油工学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/petroleumengineering

地球化学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/geochemistry

地球物理学
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/geophysics

個物抽出・処理
http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/phdopportuniti
es/mineralextractionandprocessing

http://www3.imperial.ac.uk/earthscienceandengineering/courses/postgraduatec
ourses/mscgeophysics
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表 2.4.6 University of Buritish Columbia のカリキュラム 

URL URL

URL URL

APSC 122 MATH 101 APSC 122 MATH 101
APSC 150 MATH 152 APSC 150 MATH 152
APSC 160 PHYS 157 APSC 160 PHYS 157
CHEM 154 PHYS 158 CHEM 154 PHYS 158
ENGL112 PHYS 159 ENGL112 PHYS 159

MATH 100 PHYS 170 MATH 100 PHYS 170

APSC 122 MATH 253 APSC 122 MATH 253
APSC 151 MATH 255 APSC 151 MATH 255
APSC 160 PHYS 170 APSC 160 PHYS 170
APSC 201 STAT 251 APSC 201 STAT 251

MATH 152 MATH 152

APSC 201 MINE 224 APSC 201 MINE 224
CIVL 210 MINE 291 CIVL 210 MINE 291
EOSC 210 MINE 292 EOSC 210 MINE 292

MATH 253 MINE 293 MATH 253 MINE 293
MATH 255 STAT251 MATH 255 STAT251
MECH260 MECH260

APSC 278 MINE 310 APSC 278 MINE 310
APSC 279 MINE 331 APSC 279 MINE 331
EECE 263 MINE 333 EECE 263 MINE 333
MINE 302 MINE 350 MINE 302 MINE 350
MINE 303 MINE 393 MINE 303 MINE 393
MINE 304 MINE 396 MINE 304 MINE 396

APSC 450 MINE 480 APSC 450 MINE 480
EECE 365 MINE 486 EECE 365 MINE 486
MINE 402 MINE 491 URL MINE 402 MINE 491 URL
MINE 404 MINE 493 MINE 404 MINE 493
MINE 432 MINE 432

First Year MINE 598 Mining Seminar

University of Buritish Columbia

http://mining.ubc.ca/

Course code Course code Description

U
nd

er
gr

ad
ua

te
 C

ou
rs

es

G
ra

du
at

e 
C

ou
rs

es

URL http://mining.ubc.ca/graduate/m-eng/course-information/
http://www.calendar.ubc.ca/vancouver/index.
cfm?tree=12,195,272,33

APSC 540 Business Decisions for Engineering Ventures
MINE 550 Advanced Underground Mining
MINE 554 Mine Economics & Finance

Mining Geotechnics Specialization
MINE 501 Topics for Engineers in the Mining Industry

Complementary Studies electives MINE 565 Advanced Rock Fragmentation
MINE 597 Engineering Project

First Year (Typical Transfer Program
Following First-Year Science) Mineral Processing Specialization

MINE 403 Rock Slope Engineering
APSC 512 IP Management & Tech. Commercialization
MINE 551 Applied Underground Rock Mechanics

APSC 540 Business Decisions for Engineering Ventures
MINE 331 Physical Mineral Processes

Complementary Studies electives MINE 554 Mine Economics & Finance

MINE 501 Topics for Engineers in the Mining Industry
MINE 557 Integrated Mining & Processing Systems
MINE 598 Mining Seminar

http://www.calendar.ubc.ca/vancouver/index.
cfm?tree=12,195,272,45 Mining Environment and Sustainability

MINE 501 Topics for Engineers in the Mining Industry
Second Year MINE 598 Mining Seminar

MINE 572B Processing of Mineral Fines
MINE 577 Processing of Precious Metal Ores

URL MINE 597 Engineering Project

MINE 590G Mineral Resource Development & Canadian First Nation
APSC 512 IP Management & Tech. Commercialization
MINE 572 Mining Environment Case Studies – Risk Management

APSC 540 Business Decisions for Engineering Ventures
MINE 584 Energy from the Earth: Renewable Vs. Conventional
MINE 554 Mine Economics & Finance

Third Year Mine Economics and Finance
MINE 501 Topics for Engineers in the Mining Industry
MINE 491 Mine and Plant Feasibility Study

MECH 280 , CIVL 215 or CHBE 251 MINE 583 Mining and Society
Complementary Studies electives MINE 597 Engineering Project

MINE 583 Mining and Society
Technical electives MINE 404 Mine Management

MINE 554 Mine Economics and Finance

MINE 598 Mining Seminar
APSC 540 Business Decisions for Engineering Ventures
MINE 553 Management in Science Methods in Engineering

Complementary Studies electives mining operations research

Mineral Processing
process control, modelling surface chemistry of flotation

Forth Year MINE 597 Engineering Project

Ph
D

http://mining.ubc.ca/graduate/phd/phd-research-activities/

Mining
MINE 403 and 482 , MINE 434 and 462 mine ventilation and mine services rock mechanics and geotechnics

Technical electives

simulation and optimization plant design and economics
fine particle technology coal preparation technology

Socio-economic aspects and sustainability
mine waste management environmental aspects of mining

simulation and optimization mine valuation and production economics

1年生 MINE 598 鉱山講習

University of Buritish Columbia

http://mining.ubc.ca/

コースコード コースコード 説明

学
部

大
学

院

URL http://mining.ubc.ca/graduate/m-eng/course-information/
http://www.calendar.ubc.ca/vancouver/index.
cfm?tree=12,195,272,33

APSC 540 エンジニアリング事業のためのビジネス意思決定
MINE 550 高度地下採掘
MINE 554 鉱山経済学と財務学

鉱山地盤工学分野
MINE 501 採鉱産業技術者のための議題

相補的研究選択科目 MINE 565 高度岩石破砕
MINE 597 工学プロジェクト

1年生（続1年生典型編入プログラム）
鉱物処理分野

MINE 403 岩盤斜面工学
APSC 512 IP管理&技術実用化
MINE 551 応用地下岩盤力学

APSC 540 エンジニアリング事業のためのビジネス意思決定
MINE 331 鉱物物理処理

相補的研究選択科目 MINE 554 鉱山経済学と財務学

MINE 501 採鉱産業技術者のための議題
MINE 557 総合鉱業処理システム
MINE 598 鉱山講習

http://www.calendar.ubc.ca/vancouver/index.
cfm?tree=12,195,272,45 鉱山環境及び持続可能性分野

MINE 501 採鉱産業技術者のための議題
2年生 MINE 598 鉱山講習

MINE 572B 微粉末鉱物処理
MINE 577 貴金属鉱石処理

URL MINE 597 工学プロジェクト

MINE 590G 鉱物資源開発と第1カナダ国家
APSC 512 IP管理&技術実用化
MINE 572 鉱業環境のケーススタディ‐リスク管理

APSC 540 エンジニアリング事業のためのビジネス意思決定
MINE 584 地球由来エネルギー：従来対再生可能
MINE 554 鉱山経済学と財務学

3年生 鉱山経済学及び金融分野
MINE 501 採鉱産業技術者のための議題
MINE 491 鉱山及び工場の実用可能性研究

MECH 280 , CIVL 215 or CHBE 251 MINE 583 鉱業と社会
相補的研究選択科目 MINE 597 工学プロジェクト

MINE 583 鉱業と社会
技術的選択科目 MINE 404 鉱山管理

MINE 554 鉱山経済学と財務学

MINE 598 鉱山講習
APSC 540 エンジニアリング事業のためのビジネス意思決定
MINE 553 工学における科学手法の管理

相補的研究選択科目 マイニングオペレーションズ・リサーチ

鉱物処理
プロセス制御 浮選表面化学

4年生 MINE 597 工学プロジェクト

Ph
D

http://mining.ubc.ca/graduate/phd/phd-research-activities/

鉱山
MINE 403 and 482 , MINE 434 and 462 鉱山換気及び鉱山サービス 岩盤力学・地盤工学

技術的選択科目

シミュレーション及び最適化 プラント設計と経済
微粒子技術 石炭製法技術

社会経済面と持続可能性
鉱山廃棄物管理 鉱業の環境面

シミュレーション及び最適化 鉱山評価及び生産経済学

 

 

表 2.4.6 University of Buritish Columbia のカリキュラム  

International Resource Economics and Development
GRS 290 Global Issues in Cultural Context
GRS 390 Global Issues in Cultural Context
GRS 397a Regional Directed Field Studies

University of Buritish Columbia

URL http://www.landfood.ubc.ca/

Course code Course title

undergradu
ate courses

http://courses.landfood.ubc.ca/

FRE 503 Policy Analysis for Food, Environment and Resources
FRE 540

GRS 497e Global Issues in Cultural Context

graduate
courses

http://mfre.landfood.ubc.ca/course-requirements/

FRE 503(3) Policy Analysis for Food, Environment and Resources
FRE 540(3) International Resource Economics and Development

GRS 397b Regional Directed Field Studies
GRS 490 Global Issues in Cultural Context

GRS 497b Global Issues in Cultural Context

国際資源経済学及び開発
GRS 290 文化面におけるグローバルな問題
GRS 390 文化面におけるグローバルな問題
GRS 397a 地域管理現地調査

University of Buritish Columbia

URL http://www.landfood.ubc.ca/

コースコード コースタイトル

学部課程

http://courses.landfood.ubc.ca/

FRE 503 食品・環境・資源政策分析
FRE 540

GRS 497e 文化面におけるグローバルな問題

大学院

http://mfre.landfood.ubc.ca/course-requirements/

FRE 503(3) 食品・環境・資源政策分析
FRE 540(3) 国際資源経済学及び開発

GRS 397b 地域管理現地調査
GRS 490 文化面におけるグローバルな問題

GRS 497b 文化面におけるグローバルな問題
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表 2.4.7 Colorado School of Mines のカリキュラム 

MACS111

コースコード コースタイトル コースコード コースタイトル

Colorado School of Mines

URL
https://www.mines.edu/AcademicsLandingPage
http://mining.mines.edu/Mining-Undergraduate-Courses

LAIS100 自然と人間の価値 PHGN100 物理学I

微積分 MACS112 微積分II

CHGN121 化学I CHGN124 化学II

U
nd

er
gr

ad
ua

te
 C

ou
rs

es

1年生秋学期 1年生春学期

CSM100 新入生サクセスセミナー EPICS151 デザインI
SYGN101 地球と環境システム CHGN126 定量化学測定

MACS213 科学者と技術者のための計算III EGGN351 流体力学

2年生秋学期 2年生春学期

EBGN201 経済学の原則 MNGN210 鉱山入門

PHGN200 物理学II MACS315 微分方程式

EPIC251 デザインII MNGN317 鉱業エンジニア

DCGN241 静力学 SYGN200 人間システム

サマーフィールドセッション
MNGN308 鉱山安全

EGGN320 材料力学

3年生秋学期 3年生春学期
EGGN371 熱力学 DCGN381 電気回路．電子機器，パワーの概要

MNGN300 サマーフィールドセッション

MNGN309 鉱山工学実習 MNGN314 地下鉱山設計

MNGN312 地表鉱山設計 MNGN316 石炭鉱業法

GEOL310 地球材料と資源

MNGN321 岩盤力学入門 GEOL311 構造地質学

鉱山システム分析I

4年生秋学期 4年生春学期
MNGN408 地下設計及び構造 MNGN429 鉱山工学設計　第2報

MNGN322/323 イントロ-鉱物処理 MNGN410 発掘プロジェクト管理

Colorado School of Mines

URL
https://www.mines.edu/AcademicsLandingPage
http://mining.mines.edu/Mining-Undergraduate-Courses

Course code

MNGN438 地球統計学 MNGN424 鉱山換気

MNGN428 鉱山工学設計　第1報 MNGN427 鉱山評価

MNGN414 鉱山工場設計 MNGN433

Course title Course code Course title

U
nd

er
gr

ad
ua

te
 C

ou
rs

es

Freshman Year Fall Semester Freshman Year Spring Semester
MACS111 Calculus MACS112

SYGN101 Earth & Environmental Systems CHGN126 Quantitative Chemical
CSM100 Freshman Success Seminar EPICS151 Design I

Calculus II
CHGN121 Chemistry I CHGN124 Chemistry II
LAIS100 Nature & Human Values PHGN100 Physics I

PHGN200 Physics II MACS315 Differential Equations
EBGN201 Principles of Economics MNGN210 Introductory Mining

Sophomore Year Fall Semester Sophomore Year Spring Semester
MACS213 Calc. for Scientists & Engn’rs III EGGN351 Fluid Mechanics

EGGN320 Mechanics of Materials

Summer Field Session
MNGN308 Mine Safety
MNGN300 Summer Field Session

DCGN241 Statics SYGN200 Human Systems
EPIC251 Design II MNGN317 Dynamics for Mn. Engs.

MNGN309 Mine Engineering Lab MNGN314 Underground Mine Design
MNGN312 Surface Mine Design MNGN316 Coal Mining Methods and Design

Junior Year Fall Semester Junior Year Spring Semester
EGGN371 Engineering Thermodynamics DCGN381 Electrical Circuits, Elec. & Pwr

Senior Year Fall Semester Senior Year Spring Semester
MNGN408 Underground Design and Const. MNGN429 Mining Eng. Design Report II

MNGN321 Introductory Rock Mechanics GEOL311 Structural Geology
GEOL310 Earth Materials and Resources

Mine Ventilation
MNGN322/323 Intro. to Mineral Processing MNGN410 Excavation Project Management

MNGN414 Mine Plant Design MNGN433 Mine Systems Analysis I
MNGN428 Mining Eng. Design Report I MNGN427 Mine Valuation
MNGN438 Geostatistics MNGN424

 

 

表 2.4.7 Colorado School of Mines のカリキュラム 

コースコード

URL

MNGN510

URL
https://www.mines.edu/AcademicsLandingPage
http://mining.mines.edu/Mining-Graduate-Courses

MNGN507
MNGN508

G
ra

du
at

e 
C

ou
rs

es

MNGN501
MNGN503

MNGN512

MNGN511

MNGN519

MNGN516

MNGN518

MNGN522

MNGN520

MNGN524

MNGN523

MNGN528

MNGN529

MNGN525

MNGN526

MNGN539

MNGN540

MNGN536
MNGN538

MNGN545

鉱山地質学

ウラン鉱山

鉱物産業におけるオペレーションリサーチ

地球統計学的推定（I）

MNGN549

厳選された話題（I,II）
高度鉱山換気（I）

岩盤力学における数値手法入門

地力学におけるモデル化と測定

MNGN552
MNGN559

MNGN550

高度地下一括鉱業技術

高度地表石炭鉱山設計

岩盤力学における地下石炭鉱業（I）

浮選

MNGN590

MNGN560

MNGN585

GONG501

GONG502
敷地調査と評価

応用岩盤固体力学

MNGN698

MNGN699

MNGN700

MNGN625

MNGN599

MNGN598

https://www.mines.edu/AcademicsLandingPage
http://mining.mines.edu/Mining-Graduate-Courses

卒業論文／研究論文履修単位

微粒子媒体力学 （1）
産業鉱物生産（II）

鉱業経済（I）

鉱業における機械掘削（II）

MNGN707

Course code

G
ra

du
at

e 
C

ou
rs

es

MNGN501
MNGN503
MNGN507
MNGN508

MNGN516

MNGN518
MNGN519

Underground Mine Design

Advnced Bulk Underground Mining Techniques
Advanced Surface Coal Mine Design (II)

MNGN510
MNGN511

MNGN512

MNGN524

MNGN525

MNGN526

Advanced Mine Ventilation (I)

Introduction to Numerical Techniques in Rock Mechanics (I)

Modeling and Measuring in Geomechanics (I)

MNGN520

MNGN522
MNGN523

Rock Mechanics in Underground Coal Mining (I)

Flotation
Selected Topics (I,II)

MNGN538

MNGN539

MNGN540

Geostatistical Ore reserve Estimation (I)

Advanced Mining Geostatistics (II)

Clean Coal Technology (I,II)

MNGN528

MNGN529

MNGN536

Mining Geology (I)

Uranium Mining (I)

Ooerations Research Techniques in the Mineral Industry

MNGN552
MNGN559

MNGN560

Solution Mining and Processing of Ores (II)
Mechanics of Particulate Media (1)

Industrial Minerals Production (II)

MNGN545

MNGN549

MNGN550

Rock Slope Engineering

Marine Mining Systems (I)

New Techniques in Mining (II)

MNGN599

MNGN625
MNGN698

Independent Study (I,II)

Graduate Minig Seminar (I,II)
Special Topics in Mining Engineering (I,II)

MNGN585
MNGN590

MNGN598

Mining Economics (I)
Mechanical Excavation in Mining (II)

Special Topics in Mining Engineering (I,II)

GONG625

Course title

Regulatory Mining Laws and Contracts (I)
Mining Technology for Sustainable Development (I,II)
Advanced Drilling and Blasting (I)
Advanced Rock Mechanics
Fundamentals of Mining and Mineral Resource Development
Mining Investigation (I,II)

Surface Mine Design

GONG504

GONG505

GONG506

Surface Structures in earth Materials

Underground Excavation in Rock

Excavation Project Management

GONG501

GONG502
GONG503

Site Investigation and Characterization

Solid Mechanics Applied to Rocks
Characterization and Modeling Laboratory

MNGN699

MNGN700
MNGN707

高度鉱業地球統計学（II）

クリーン石炭技術（I,II）

岩盤傾斜工学

海洋鉱業手法（I）
鉱業における新技術（II）

溶解採鉱と鉱石処理

Geo-engeneering Seminar

コースタイトル

規制鉱業法と契約（I）
鉱業技術の持続可能な発展（I,II）
高度な掘削及び発破（I）
高度岩盤力学

基礎鉱業と鉱物資源開発

鉱山調査（I,II）

地表鉱山設計

地下鉱山設計

Independent Study (I,II)

Graduate Engineering Report - Master of Engineering (I,II)
Graduate Thesis / Disseration Research Credit (I,II,S)

GONG506
GONG625

GONG503

GONG504

GONG505
地球材料における表面構造

岩盤における地下掘削

掘削計画管理

地質工学講習

鉱山工学部における厳選された話題（I,II）

自主学習（I,II）

大学院鉱業講習（I,II）

鉱山工学部における特別総論（I,II）
自主学習（I,II）

工学研究科報告-工学博士（I,II）

キャラクタリゼーション及びモデリング実習
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 海外からの鉱業関連省庁に所属する研修員を対象とした、鉱業政策を主体とする短期研

修プログラムについて、表 2.4.8 に提案する。同プログラムには、資源政策のみならず、鉱

業担当者が最低限必要とする知識体系について、専門家の立場から、鉱山開発の導入部か

らリスク管理、資源経済学、鉱業法、契約、社会学等に関係する分野も追加した。これら

は、前述の University of Queensland、University of British Colombia および Corolado School of 

Mines や後述の秋田大学のカリキュラムと、国際資源大学校等のカリキュラムも参考に検討

した。講義が中心であるが、その中にはケーススタディも含め、最後に鉱床のタイプが異

なる稼行中の鉱山および鉱廃水処理サイトの視察をすることにより、鉱業の上流から下流

までの一連のサイクルを理解しやすいように考慮した。 

 

表 2.4.8 研修プログラム 

日順 午前 午後 

第 1 日 鉱業の歴史（1） 鉱業の歴史（2） 

第 2 日 鉱山開発 F/S 資源開発ケーススタディ（1） 

第 3 日 資源開発ケーススタディ（2） 環境アセスメント 

第 4 日 鉱山環境・鉱山保安（1） 鉱山環境・鉱山保安（2） 

第 5 日 鉱工業リスク分析・リスク管理（労務・

衛生・環境）（1） 

鉱工業リスク分析・リスク管理（労務・

衛生・環境）（2） 

第 6 日 資源需給 資源探査戦略 

第 7 日 海外資源政策 資源投資戦略 

第 8 日 資源経済学・財務学（1） 資源経済学・財務学（2） 

第 9 日 海外資源開発金融（1） 海外資源開発金融（2） 

第 10 日 基礎英文会計法 海外建設工事会計 

第 11 日 鉱業法（1） 鉱業法（2） 

第 12 日 海外資源開発契約（1） 海外資源開発契約（2） 

第 13 日 パテント・ライセンス契約 プロジェクトファインディング 

第 14 日 日本の鉱業政策（1） 日本の鉱業政策（2） 

第 15 日 プラント輸出・技術移転契約 貿易の実務 

第 16 日 国際法務（1） 国際法務（2） 

第 17 日 文化人類学 人間環境学 

第 18 日 国際社会学 国際関係学 

第 19 日 金属鉱山（坑内掘り）視察 

第 20 日 非金属鉱山（露天掘り）視察 

第 21 日 鉱廃水処理サイト視察 
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2.5 国内リソースの把握 

 JICA 指定の 6 大学は次のとおりである。 

・秋田大学 

・九州大学 

・北海道大学 

・早稲田大学 

・京都大学 

・東北大学 

 これらの大学・大学院の組織・内容、留学生の人数等を記述し、研究者ごとの個別のリ

ストを作成した。各一覧表のフォーマットを表 2.5.1 および表 2.5.2 に示す。 

大学ごとの一覧表、研究者情報およびそれらの総括一覧表については別添に示す。大学

の研究室に関する総括表をに示し、特徴を記述する。 

 秋田大学国際資源学部はこの 4 月に開設され、資源科学コース、資源開発環境コースお

よびほかの大学にはない資源政策コースがある。前 2 者には地質学、鉱床学、物理探査、

エネルギー資源に関する工学分野や岩盤工学、選鉱、製錬、資源環境までの幅広い分野を

含んでいる。資源政策コースには社会学、資源経済学、資源政策を含む。 

 九州大学工学大学院では地球工学講座、資源システム工学講座およびエネルギー資源工

学講座からなり、主として金属資源を対象とした鉱床学、地熱資源等を対象とした貯留層

工学や物理探査、石炭資源採掘等に関する岩盤工学、地熱・石油資源に関する資源処理等、

九州という地域性のある分野を含む。 

 北海道大学工学部資源循環システムコースは資源循環工学講座および地圏循環工学講座

からなり、資源と環境が融合した内容となっている。したがって、表 3.5.3 の大分類では環

境の項目に、鉱床学や資源開発工学に関する講座を環境地質学として含んだものとなって

いる。石炭資源採掘等に関する岩盤工学も特徴的である。 

 早稲田大学は資源科学分野や環境保全工学分野等の 6 つの分野からなり、鉱床学、鉱物

学、物理探査、石油工学、選鉱・リサイクル、製錬、環境地質学、環境保全等、幅広い分

野を含んでいる。 

 京都大学は物理探査や岩盤工学からなる資源工学講座、地下構造モデリングや物理検層

等からなるジオマネジメント工学講座および地盤環境モデリング等の地盤環境工学講座の

3 つからなる。 

 東北大学大学院環境科学研究科は太陽地球システム・エネルギー学講座、自然共生シス

テム学講座、資源循環プロセス学講座および地球環境システム創生学講座からなる。シス

テムやプロセスを使用した講座名称から、直接、従来使用されている鉱床学、資源探査、

選鉱、製錬等の学問名称を類推することは困難であるが、表に示すように幅広く含んでい

る。 
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表 2.5.1 大学・大学院組織・内容一覧表 

 

大
学

名
学

部
名

・
大

学
院

名

学
科

名
・
研

究
科

名

コ
ー

ス
名

・
専

攻
名

・
部

門
名

講
座

名
研

究
室

名
教

官
名

専
門

分
野

名
（
学

問
）

分
類

＊

講
座

・
研

究
室

所
属

人
数

（
留

学
生

）

留
学

生
受

入
経

験
の

有
無

と
国

保
有

研
究

機
器

鉱
業

関
連

研
究

経
験

の
有

無

英
語

コ
ー

ス
の

有
無

備
考

M
1

M
2

D
1

D
2

D
3

出
身

国
、

学
年

、
資

金
ソ

ー
ス

（
私

費
・
国

費
・
J
D

S
・

S
E
E
D

-
N

e
t等

）
、

所
属

先
、

を
わ

か
る

範
囲

で
。

例
）
ミ

ャ
ン

マ
ー

、
M

1
、

国
費

、
鉱

山
省

留
学

生
の

出
身

国
、

わ
か

れ
ば

出
身

国
別

人
数

●
必

要
？

⇒
削

除
補

助
金

な
ど

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
経

費

な
ど

の
こ

と
？

主

旨
を

明
確

に
。

●
削

除
⇒

イ
キ

そ
の

ま
ま

秋
田

大
学

国
際

資
源

学
部

国
際

資
源

学
科

資
源

政
策

コ
ー

ス
1

安
達

　
毅

安
達

　
毅

教
授

2
内

田
　

隆
内

田
　

隆
教

授

3
中

村
　

裕
中

村
　

裕
教

授

4
縄

田
浩

志
縄

田
浩

志
教

授

5
三

宅
良

美
三

宅
良

美
教

授

6
宮

本
律

子
宮

本
律

子
教

授

7
藍

澤
淑

雄
藍

澤
淑

雄
准

教
授

8
小

山
健

一
小

山
健

一
特

任
准

教
授

9
田

所
聖

志
田

所
聖

志
准

教
授

1
0

M
O

R
R

IS
O

N

S
C

O
T
T
 D

A
R

R
E
L

M
O

R
R

IS
O

N
 S

C
O

T
T

D
A

R
R

E
L
准

教
授

1
1

S
H

A
T
U

N
O

V
A

O
L
E
S

Y
A

S
H

A
T
U

N
O

V
A

O
L
E
S

Y
A

助
教

授

1
2

T
A

C
K

E
R

 J
A

S
O

N

E
D

W
A

R
D

T
A

C
K

E
R

 J
A

S
O

N

E
D

W
A

R
D

助
教

授

資
源

地
球

科
学

コ
ー

ス
1

荒
戸

裕
之

荒
戸

裕
之

教
授

2
今

井
　

亮
今

井
　

亮
教

授

3
大

場
　

司
大

場
　

司
教

授

4
佐

藤
時

幸
佐

藤
時

幸
教

授

5
渡

辺
　

寧
渡

辺
　

寧
教

授

6
千

代
延

俊
千

代
延

俊
准

教
授

7
山

崎
　

誠
山

崎
　

誠
准

教
授

8
山

元
正

継
山

元
正

継
准

教
授

9
西

川
　

治
西

川
　

治
講

師

1
0

高
橋

亮
平

高
橋

亮
平

助
教

授

1
1

星
出

隆
志

星
出

隆
志

助
教

授

資
源

開
発

環
境

コ
ー

ス
1

石
山

大
三

石
山

大
三

教
授

2
井

上
　

亮
井

上
　

亮
教

授

3
今

井
忠

男
今

井
忠

男
教

授

4
柴

山
　

敦
柴

山
　

敦
教

授

5
西

谷
忠

師
西

谷
忠

師
教

授

6
藤

井
　

光
藤

井
　

光
教

授

7
小

川
泰

正
小

川
泰

正
准

教
授

8
木

崎
彰

久
木

崎
彰

久
准

教
授

9
筒

井
智

樹
筒

井
智

樹
准

教
授

1
0

尾
西

恭
亮

尾
西

恭
亮

助
教

授

1
1

坂
中

伸
也

坂
中

伸
也

助
教

授

＊
以

下
か

ら
選

択

資
源

探
査

地
質

探
査

開
発

・
採

掘
・
採

鉱

選
鉱

・
リ

サ
イ

ク
ル

製
錬

（
冶

金
、

金
属

加
工

）

環
境

材
料

工
学

政
策

系

講
座

・
研

究
室

所
属

人
数

（
修

士
課

程
）

講
座

・
研

究
室

所
属

人
数

（
博

士
課

程
）
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表 2.5.2 研究者個別一覧表 

内容

経歴⇒学歴
●●大学　●●学部　●●学科　１９●●年　●月卒業

●●大学　●●学部　●●学科　１９●●年　●月　修士　修了

●●大学　●●学部　●●学科　１９●●年　●月　博士取得

博士取得時　指導教官名　●●　●●　（指導分野：　●●　）

職歴 ●●大学　●●学部　●●学科　１９●●年　●月　講師

●●大学　●●学部　●●学科　１９●●年　●月　准教授

大学名

学部名

学科名

講座・研究室名

職階

職位

大学名

学部名

学科名

講座・研究室名

職階

職位

HP

所
属
2

所
属
1

海外機関との
共同研究実績

所属学会

過去の所属機関
（年次）

専門分野

研究実績
⇒研究内容

過去に指導した留学生
（政府高官、教員になって

いるもの）

研究者情報入力シート

項目

研究者名

ふりがな

生年月日
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大
学

院
名

と
連

携
可

能
な

研
究

室
数

秋
田

大
学

国
際

資
源

学
部

国
際

資
源

学
科

1
1
研

究
室

+
6
分

野

九
州

大
学

工
学

研
究

院
地

球
資

源
シ

ス
テ

ム
工

学
部

門
7
研

究
室

北
海

道
大

学
工

学
部

環
境

社
会

工
学

科
資

源
循

環
シ

ス
テ

ム
コ

ー
ス

6
研

究
室

早
稲

田
大

学
創

造
理

工
学

研
究

科
地

球
・

環
境

資
源

理
工

学
専

攻
1
1
研

究
室

京
都

大
学

工
学

研
究

科
社

会
基

盤
工

学
専

攻
3
研

究
室

都
市

社
会

工
学

専
攻

2
研

究
室

東
北

大
学

環
境

科
学

研
究

科

1
4
研

究
室

修
士

課
程

英
語

コ
ー

ス
の

有
無

×
（

た
だ

し
、

リ
ー

デ
ィ

ン
グ

大
学

院
開

講
科

目
へ

の
参

加
可

能
）

○
(
詳

細
不

明
)

○
（

E
-
c
u
b
e
,
 
E
n
g
l
i
s
h
 
E
n
g
i
n
e
e
r
i
n
g

E
d
u
c
a
t
i
o
n
 
P
r
o
g
r
a
m
）

×
×

（
土

木
系

の
み

）
○

（
G
r
o
b
a
l
3
0
サ

ス
テ

イ
ナ

ブ
ル

環
境

学
国

際
コ

ー
ス

）

分
類

Ⅰ
（

大
分

類
）

分
類

Ⅱ
（

細
分

）
研

究
室

名
、

教
官

名
、

専
門

分
野

研
究

室
名

、
教

官
名

、
専

門
分

野
研

究
室

名
、

教
官

名
、

専
門

分
野

研
究

室
名

、
教

官
名

、
専

門
分

野
研

究
室

名
、

教
官

名
、

専
門

分
野

研
究

室
名

、
教

官
名

、
専

門
分

野

金
属

鉱
床
学
研
究
室

今
井

亮
教
授
：
金
属
鉱

床
学
／
資
源
地
質

学

応
用
地
質
学
研
究

室
渡
邊
公
一
郎
教
授

：
地
球
年
代
学
／

地
球
資
源
科

学
／
環
境
地
質
学

米
津
幸
太
郎
准
教

授
：
資
源
環
境
地

質
学
／
地
球

化
学

中
西
哲
也
准
教
授

：
鉱
床
学
／
地
球

化
学

資
源

地
球
化
学
研
究
室

内
田

悦
生
教
授
：
岩
石

・
鉱
物
・
鉱
床
学

／
文
化

財
科

学

地
球
物
質

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
学

土
屋
範
芳

教
授
：
地
球
化
学
／

素
材
工
学
／
地
質

学 岡
本
　
敦

准
教
授
：
地
質
学
／

岩
石
・
鉱
物
・
鉱

床
学

鉱
物

資
源
・
テ
ク
ト
ニ

ク
ス
研
究
室

渡
辺

寧
教
授
：
鉱
床
学

／
資
源
地
質
学
／

鉱
物
学

鉱
物

学
応
用

鉱
物
学
研
究
室

山
﨑

淳
司
教
授
:岩

石
・
鉱
物
・
鉱
床
学
／

無
機
材

料
・

物
性

地
史

解
析
学
・
古
環
境

解
析
学
研
究
室

佐
藤

時
幸
教
授
：
石
油

地
質
学
／
古
海
洋

学
／
微

古
生

物
学

山
﨑

 誠
 准

教
授
：
微

古
生
物
学
／
古
海

洋
学
／

層
位

・
古
生
物
学

石
油

地
質
学
研
究
室

荒
戸

 裕
之
 教

授
：
微

古
生
物
学
／
古
海

洋
学
／

石
油

地
質
学
／
堆
積
学

千
代

延
 俊

准
教
授
：

石
油
地
質
学
／
地
質

学
／
層

位
・

古
生
物
学

火
山

地
質
学
、
岩
石
学

岩
石

学
研
究
室

大
場

司
教
授
：
岩
石
学

／
火
山
岩
／
地
質

学
山
元

正
継
准
教
授
：
岩

石
学
／
火
山
地
質

学

資
源

環
境
物
質
循
環
研

究
室

石
山

大
三
教
授
：
環
境

資
源
地
質
学
／
岩

石
学
／

鉱
物

学
／
鉱
床
学

小
川

泰
正
准
教
授
：
地

球
・
資
源
シ
ス
テ

ム
工
学

地
圏
物
質

移
動
学
研
究
室

五
十
嵐
敏

文
教
授
：
地
盤
工

学
／
土
木
環
境
／
鉱

山
跡
地
環

境
修
復
／
土
壌
・

地
下
水
汚
染

原
田
周
作

准
教
授
：
プ
ロ
セ

ス
工
学
／
流
体
工
学

／
物
質
移

動

地
圏

環
境
学
研
究
室

香
村

一
夫
教
授
:環

境
地
質
学
／
廃
棄
物
処

理
工
学

／
地

球
物
理
学
／
地
下

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
、
環

境
汚

染
の
時
系
列
解
析

環
境
地
質

学
研
究
室

佐
藤
努
教

授
：
環
境
鉱
物
学

／
粘
土
鉱
物
学
／
地

球
環
境
科

学
／
廃
棄
物
処
分

工
学

大
竹
 翼

准
教
授
：
地
球
化
学

／
鉱
床
学
／
ア
ス

ト
ロ
バ
イ
オ

ロ
ジ
ー
／
生
命
と

地
球
の
共
進
化

物
理

探
査
学
研
究
室

西
谷

 忠
師
教
授
：
物

理
探
査
／
古
地
磁
気

学
筒
井

智
樹
准
教
授
：
物

理
探
査
（
地
震
探

査
／
火

山
物

理
学
）

物
理
探
査
学
研
究

室
水
永
 秀

樹
 准

教
授
：
物
理
探
査
学

／
環
境
地
球

物
理
学

ハ
キ
ム
 サ

イ
ビ

  
准
教
授
：
物
理
探

査
学
（
重
力

探
査
）
／
地
球
化

学

探
査

工
学
研
究
室

斎
藤

 章
教
授
：
物
理

探
査
（
電
気
・
電
磁

気
）
／

物
理

検
層
／
岩
石
処
理

応
用
地
球
物
理
研

究
室
(社

会
基
盤
工

学
専
攻
)

三
ケ
田
 均

教
授

：
物
理
探
査
学
／
火

山
学
／
地
震

学 2後
藤
忠
徳
准
教

授
：
物
理
探
査
学
／

地
球
電
磁
気

学
／
海
底
物
理
学

環
境
情
報

学
（
東
北
ア
ジ
ア
研

究
セ
ン
タ
ー
）

佐
藤
源
之

教
授
：
地
下
電
磁
計

測
、
地
中
レ
ー

ダ
ー
、
合

成
開
口
レ
ー
ダ
ー

高
橋
一
徳

准
教
授
：
電
磁
波
計

測
／
応
用
電
磁
気

学

エ
ネ

ル
ギ
ー
資
源
工
学

研
究
室

尾
西

恭
亮
助
教
授
：
石

油
開
発
工
学
／
物

理
探
査

工
学

環
境
資
源
シ
ス
テ

ム
工
学
研
究
室
（

都
市
社
会
工

学
専
攻
）

松
岡
俊
文
教
授
：

物
理
探
査
／
統
計

科
学
／
固
体

地
球
惑
星
物
理
学

／
CC
S

山
田
泰
広
准
教
授

：
地
質
構
造
モ
デ

リ
ン
グ
／
孔

井
内
物
理
検
層
／

掘
削
科
学

太
陽
地
球

計
測
学

森
谷
祐
一

准
教
授
：
地
下
情
報

計
測
／
総
合
自
然

エ
ネ
ル
ギ

ー
シ
ス
テ
ム
／
地
球

物
理
学

村
田
 功

准
教
授
：
超
高
層
物

理
学
／
気
象
・
海
洋

物
理
・
陸

水
学

地
殻
環
境
工
学
研

究
室
(都

市
社
会
工

学
専
攻
）

小
池
克
明
教
授
：

リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ

ン
グ
／
地

熱
・
地
殻
環
境
モ

デ
リ
ン
グ

水
戸
義
忠
准
教
授

：
地
盤
工
学

地
化

学
地
殻
環
境
工
学
研

究
室
（
都
市
社
会

工
学
専
攻
）

柏
谷
公
希
助
教
：

水
文
学
／
地
下
水

／
環
境
ト

レ
ー
サ
ー
／
地
下

水
年
代
／
応
用
地

質
学

地
圏
環
境

計
測
・
分
析
学

平
野
伸
夫

准
教
授
：
岩
石
・
鉱

物
・
鉱
床
学
／
地

球
宇
宙
学

／
無
機
材
料
・
物
性

／
環
境
技
術
・
環

境
材
料
／

地
化
学
分
析

岩
盤

・
石
油
生
産
工
学

研
究
室

森
田

信
男
教
授
：
数
値

岩
盤
工
学
／
石
油

生
産
工

学
／

CO
2圧

入

石
油

工
学
研
究
室

栗
原

正
典
教
授
：
石
油

工
学
／
油
層
工
学

／
貯
留

層
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

／
非
在
来
型
資
源

開
発
／

石
油

増
産
回
収
技
術

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源

工
学
研
究
室

糸
井
龍
一
教
授
：

資
源
工
学
／
地
熱

貯
留
層
工
学

／
地
球
化
学
探
査

地
殻
複
雑

系
設
計
学
（
エ
ネ
ル

ギ
ー
安
全
科
学
国

際
研
究
セ

ン
タ
ー
）

橋
田
俊
之

教
授
：
エ
ネ
ル
ギ
ー

変
換
材
料
工
学
／

材
料
強
度

学
／
地
殻
シ
ス
テ
ム

佐
藤
一
永

准
教
授
：
材
料
強
度

学
／
固
体
電
気
化

学

地
球
熱
シ
ス
テ
ム

学
研
究
室

藤
光
康
弘
教
授
：

地
中
熱
シ
ス
テ
ム

学
／
地
熱
工

学
／
水
理
学

地
殻
エ
ネ

ル
ギ
ー
抽
出
学
(流

体
科
学
研
究
所
）

伊
藤
 高

敏
 教

授
：
固
体
地
球

物
理
学
／
機
械
材

料
・
材
料

力
学
／
CC
S／

地
熱

貯
留
層

岩
盤

工
学
（
採
掘
工
学

）

岩
盤

工
学
研
究
室

杉
本

文
男
教
授
：
応
用

岩
盤
力
学

今
井

忠
男
教
授
：
岩
盤

工
学
（
ト
ン
ネ
ル

／
岩
石

破
壊

／
地
盤
災
害
）

木
崎

 彰
久
准
教
授
：

岩
盤
工
学
／
環
境
科

学
／

ウ
ォ

ー
タ
ー
ジ
ェ
ッ
ト

工
学

岩
盤
・
開
発
機
械

シ
ス
テ
ム
工
学
研

究
室

松
井
紀
久
男
教
授

：
岩
盤
工
学
／
開

発
機
械
工
学

／
資
源
開
発
工
学

島
田
英
樹
准
教
授

：
岩
盤
工
学
／
地

下
利
用
シ
ス

テ
ム
工
学
／
開
発

機
械
シ
ス
テ
ム
工

学

岩
盤
力
学

研
究
室

藤
井
義
明

教
授
：
岩
盤
力
学

児
玉
 淳

一
准
教
授
：
岩
盤
力

学

地
殻
開
発
工
学
研

究
室
(社

会
基
盤
工

学
専
攻
）

石
田
 毅

教
授
：

岩
盤
工
学
／
廃
棄
物

貯
蔵

村
田
澄
彦
准
教
授

：
岩
石
工
学
／
油

層
工
学

地
球
開
発

環
境
学

高
橋
 弘

教
授
：
資
源
開
発
工

学
／
リ
サ
イ
ク
ル
工

学
／
流
体

工
学
／
地
盤
工
学

坂
口
清
敏

准
教
授
：
環
境
地
殻

力
学
／
地
殻
シ
ス

テ
ム
情
報

学
／
ジ
オ
メ
カ
ニ
ク

ス

生
産

工
学
・
採
掘
保
安

資
源
開
発
工
学
研

究
室

佐
々
木
久
郎
教
授

：
資
源
開
発
／
生

産
工
学
流
体

力
学
／
CC
S

井
上
雅
弘
准
教
授

：
資
源
開
発
工
学

／
安
全
工
学

計
測
評
価
工
学
研

究
室
(社

会
基
盤
工

学
専
攻
）

朝
倉
俊
弘
教
授
：

岩
盤
工
学
／
ト
ン

ネ
ル
工
学
／

地
盤
工
学

塚
田
和
彦
准
教
授

：
非
破
壊
検
査

選
鉱

・
リ

サ
イ

ク
ル

選
鉱

・
リ
サ
イ
ク
ル

資
源

分
離
工
学
研
究
室

柴
山

敦
教
授
：
資
源
処

理
／
リ
サ
イ
ク
ル

工
学

資
源
処
理
・
環
境

修
復
工
学
研
究
室

平
島
 剛

教
授
：

資
源
処
理
工
学
／
粉

体
工
学
／
リ

サ
イ
ク
ル
工
学

笹
木
圭
子
教
授
：

資
源
処
理
工
学
／

環
境
修
復
工

学
／
バ
イ
オ
マ
イ

ニ
ン
グ

沖
部
奈
緒
子
准
教

授
：
資
源
処
理
工

学
／
生
物
学

的
湿
式
冶
金
学
／

生
物
学
的
環
境
修

復
工
学

資
源
再
生

工
学
研
究
室

廣
吉
直
樹

教
授
：
鉱
物
処
理

工
学
／
資
源
リ
サ
イ

ク
ル
工
学

／
粉
体
工
学

伊
藤
 真

由
美
 准

教
授
：
資

源
工
学
／
リ
サ
イ
ク

ル
工
学
／

比
重
選
別
／
ジ
グ

資
源

循
環
工
学
研
究
室

大
和

田
秀
二
教
授
：
リ

サ
イ
ク
ル
工
学
／

資
源
分

離
工

学
／
浮
遊
選
鉱
／

紛
体
工
学

所
 
千
晴
准
教
授
：
資

源
処
理
工
学
／
環
境

浄
化
工

学

リ
サ
イ
ク

ル
化
学

吉
岡
敏
明

教
授
：
リ
サ
イ
ク
ル

工
学
／
環
境
関
連

化
学
／
無

機
化
学

亀
田
知
人

准
教
授
：
環
境
技
術

・
環
境
材
料
／
無

機
化
学
（

層
状
複
水
酸
化
物
）

製
錬

プ
ロ
セ
ス
工
学
研

究
室

井
上

亮
教
授
：
金
属
製

錬
・
金
属
化
学
／

金
属
生

産
工

学
／
都
市
鉱
山

高
崎

康
志
准
教
授
：
非

鉄
製
錬
工
学
／
電

気
化
学

素
材

プ
ロ
セ
ス
工
学
研

究
室

不
破

章
雄
 教

授
：
素

材
プ
ロ
セ
ス
工
学
／

金
属
製

錬

環
境
グ
リ

ー
ン
プ
ロ
セ
ス
学

Ri
ch
ar
d 

Le
e 
Sm
it
h 
Jr
.教

授
：
反
応
工
学
・
プ

ロ
セ
ス
シ

ス
テ
ム

渡
邉
 賢

准
教
授
：
触
媒
・
資

源
化
学
プ
ロ
セ
ス
／

工
業
分
析

化
学
／
反
応
分
離
工

学

循
環
材
料

プ
ロ
セ
ス
学

コ
マ
ロ
フ

 セ
ル
ゲ
イ
教
授
：

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
／
ナ

ノ
構
造
材

料
／
鉄
鋼

吉
川
 昇

准
教
授
：
金
属
生
産

工
学
／
構
造
・
機
能

材
料
／
材

料
加
工
・
処
理

高
度
資
源

利
用
プ
ロ
セ
ス
学

葛
西
栄
輝

教
授
：
金
属
生
産
工

学
／
触
媒
・
資
源

化
学
プ
ロ

セ
ス

村
上
 太

一
 准

教
授
：
金
属
生

産
工
学
／
構
造
・

機
能
材
料

／
材
料
加
工
・
処
理

環
境

化
学

資
源
化
学

研
究
室

福
嶋
正
巳

准
教
授
：
環
境
化

学
／
触
媒
化
学
／
分

析
化
学

大
気

・
水
圏
環
境
化
学

研
究
室

大
河

内
博
教
授
：
環
境

動
態
解
析
／
環
境

影
響
評

価
・

環
境
対
策
／
放
射

線
・
化
学
物
質
影

響
科
学

環
境

生
物
工
学

資
源
生
物

工
学
研
究
室

川
崎
 了

教
授
：
環
境
地
盤
工

学
／
岩
盤
力
学
／

応
用
地
質
学

／
微
生
物
／
バ
イ

オ
グ
ラ
ウ
ト

環
境
修
復

生
態
学

井
上
千
弘

教
授
：
環
境
修
復
／

土
壌
汚
染
／
バ
イ

オ
リ
ー
チ

ン
グ

須
藤
孝
一

准
教
授
：
環
境
修
復

／
土
壌
汚
染
／
地

下
水
汚
染

／
バ
イ
オ
リ
ー
チ
ン

グ

粉
じ

ん
・
環
境
リ
ス
ク

環
境

安
全
工
学
研
究
室

名
古

屋
 俊

士
 教

授
：

環
境
安
全
工
学
／

作
業
環

境
工

学
／
大
気
環
境
工

学
／
労
働
衛
生
工

学
／
粉

塵
公

害
／
炭
鉱
作
業
環

境

資
源
エ
ネ

ル
ギ
ー
・
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
学

駒
井
 武

教
授
：
燃
料
資
源
工

学
／
環
境
リ
ス
ク
評

価
／
曝
露

解
析
／
医
療
地
質

渡
邉
則
昭

准
教
授
：
地
殻
流
体

／
重
質
油
／
環
境

技
術
・
環

境
材
料

環
境

循
環
材
料

資
源
循
環

材
料
学
研
究
室

名
和
豊
春

教
授
：
セ
メ
ン
ト

化
学
／
コ
ン
ク
リ
ー

ト
／
エ
コ

コ
ン
ク
リ
ー
ト
／

CO
2貯

留
胡
桃
澤
清

文
准
教
授
：
建
築

学
／
建
築
構
造
・
材

料

環
境
共
生

機
能
学

田
路
和
幸

教
授
：
素
材
機
能
工

学
／
X線

分
光
学
／

構
造
化
学

／
材
料
工
学

高
橋
英
志

准
教
授
：
無
機
化
学

／
触
媒
・
資
源
化

学
プ
ロ
セ

ス
／
有
機
化
学

資
源

経
済
学
　
ミ
ク
ロ

資
源

政
策
コ
ー
ス

安
達

毅
教
授
：
資
源
経

済
学
／
資
源
開
発

工
学

資
源

経
済
学
　
マ
ク
ロ

鉱
業

法
鉱
山

経
営

人
類

学
、
言
語
学
、
地

域
研
究

等

宮
本

教
授
（
言
語
学
／

文
化
人
類
学
）

三
宅

教
授
（
社
会
言
語

学
／
言
語
人
類
学

）
縄
田

教
授
（
人
間
環
境

学
、
文
化
人
類
学

）
藍
澤

准
教
授
（
国
際
社

会
学
）

モ
リ

ソ
ン
准
教
授
（
国

際
関
係
学
）

田
所

准
教
授
（
文
化
人

類
学
）

内
田

 隆
 教

授
（
堆
積

学
、
石
油
地
質
学

）
中
村

 
裕
 
教
授
（
政
治

学
）

石
油

異
質
学

環
境

地
質

資
源

・
環
境
地
質
、
土

壌
・

地
下
水
汚
染

石
油

貯
留
層
工
学

製
錬

（
冶
金
、
金
属
加

工
）

製
錬

（
冶

金
、

金
属

加
工

）

資
源

地
質

鉱
床

学

地
熱

貯
留
槽
工
学

エ
ネ

ル
ギ
ー
資
源
工
学

研
究
室

藤
井

光
教
授
：
地
熱
・

石
油
開
発
（
石
油

・
天
然

ガ
ス

開
発
工
学
／
地
中

熱
／
地
下
水
流
動

）
※
糸
井
教
授
が
対

応

物
理

探
査
・
リ
モ
ー
ト

セ
ン
シ

ン
グ
・
地
下
モ
デ

リ
ン
グ

資
源

探
査

採
鉱

環
境

開
発

（
石

油
・

地
熱

）

　
社

会
学

、
政

策
系

 

 
表

 2
.5

.3
 
大
学
別
研
究
者
総
括
一
覧
表
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2.6 文部科学省国費留学者に関する情報収集 

 文部科学省のデジタルデータによれば、中国およびインドネシアからの国費留学生の比

率が全体の 5 割を占めている。 

 6 つの大学に留学生情報の開示を依頼したところ、秋田大学、九州大学及び北海道大学か

ら回答があった（別添資料）。アジアの留学生が多く、秋田大学では中国からの留学生が 4

割弱を占め（16 か国 86 名中 31 名）、九州大学ではインドネシアの留学生が過半数を占め（13

か国 51 名中 26 名）、北海道大学ではフィリピンの留学生が 3 割弱（12 か国 32 名中 9 名）

を占めている。 

 

2.7 JICA 既往事業のデータ整理 

2.7.1 JICA 研修員情報 

 JICAが国際協力事業団として設立された 1975年度以降に JICAが招聘した研修員のうち、

鉱業分野に関する研修員約 3,200 名の研修員情報を整理した。 

 図 2.7.1 には年度別の研修員の総数と、対象 30 カ国からの研修員数の推移を示す。また、

図 2.7.2 には年度別の研修員総数に対する対象 30 カ国からの研修員数の比率を示す。 

 研修員総数は、2006 年度までは 60 名から 120 名の間で推移していたが、2007 年度から

2010 年度までの 4 年間は 40 名以下と極端に少なくなり、2011 年度以降は再び 60 名前後に

回復している。一方、対象 30 カ国からの研修員は 2009 年度にやや落ち込んでいるものの、

ほぼ毎年 30 名前後で推移し、特に 2012 年度以降は 60 名近い人数となっている。 
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図 2.7.1 年度別海外研修員数の推移 
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図 2.7.2 海外研修員全体に対する対象 30 カ国研修員の割合の推移 

 

 研修員全体に占める対象 30 カ国の研修員の割合は、2005 年度までは全体の 30%～40%程

度で推移しているが、2005 年度以降は 70%前後と高い比率を示しており、JICA として対象

30 カ国への研修プログラムに力を入れている状況が表れている。 

 図 2.7.3 は 1975 年度以降の研修員全体について、地域別での比率を表したものである。

東南アジア、東アジアと南アメリカで全体の 50%以上を占めており、アジア地域と南米地

域への支援の比率が高いことを示している。 
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図 2.7.3 地域別研修員の比率 
 

対象 30 カ国の国別の研修員数をみると、図 2.7.4 のとおり、東南アジア（インドネシア、

フィリピン、ミヤンマー、ベトナム）、東アジア（モンゴル）および南アメリカ（ペルー、

ボリビア）が対象 30 カ国全体の 66%以上を占めている。その次にはザンビア、コンゴ民主

共和国、タンザニアなどアフリカ地域の各国が続いている。 
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図 2.7.4 対象 30 カ国の研修員比率 
更に、対象 30 カ国それぞれについての年度別研修員数を図 2.7.5 (1)～(3)に示す。全体の

約 1/3 を占めるインドネシアとフィリピンについては 1980 年代と 2000 年代の前半に多くの

研修員を受け入れているが、2007 年度以降殆ど受け入れていない。また、南米のペルー、

ボリビアなども、1980 年代から現在までに徐々に減少する傾向にある。一方、マラウィ、

アンゴラ、ラオス、モザンビークなどは 2000 年代後半に入ってから研修員の数が増えてい

る。特にモンゴルは 2012 年度には石炭クリーン利用技術と鉱物資源セクター関係で、2013

年度には探査・鉱山開発（金属）関係で多くの研修員を受け入れている。 
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図 2.7.5 対象 30 カ国の年度別研修員数の推移 
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図 2.7.5 対象 30 カ国の年度別研修員数の推移 (2) 
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図 2.7.5 対象 30 カ国の年度別研修員数の推移 (3) 
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